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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (千円) － － 3,141,006 3,785,574 4,266,335

経常利益 (千円) － － 212,911 324,320 45,540

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失(△)

(千円) － － 144,330 210,129 △24,765

包括利益 (千円) － － 131,801 211,721 △23,458

純資産額 (千円) － － 2,789,831 3,027,405 2,979,071

総資産額 (千円) － － 7,289,025 9,386,352 12,958,939

１株当たり純資産額 (円) － － 226.12 243.40 239.52

１株当たり当期純利益金又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) － － 11.79 16.99 △1.99

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 38.3 32.3 23.0

自己資本利益率 (％) － － 5.2 7.2 △0.8

株価収益率 (倍) － － 40.07 33.70 －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － 918,349 1,730,467 1,481,905

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － △2,562,219 △3,109,210 △2,962,375

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － 1,585,872 1,635,227 3,724,035

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) － － 679,824 937,900 3,182,773

従業員数
(人)

－ － 138 146 166

(外、平均臨時雇用者数) (－) (－) (3) (3) (－)
 

(注) １．第10期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．第10期より連結財務諸表を作成しているため、第10期の自己資本利益率は期末自己資本に基づいて計算して
おります。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第10期及び第11期は潜在株式が存在しないため、第12期
は１株当たり当期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、2022年11月30日開催の取締役会決議により、2023年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分
割を行っております。第10期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当た
り当期純利益を算定しております。

５．当社は、2023年３月31日開催の取締役会決議により、2023年６月１日付で普通株式１株につき２株の株式分
割を行っております。第10期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当た
り当期純利益を算定しております。

６．当社は、2023年12月５日開催の取締役会決議により、2024年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分
割を行っております。第10期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当た
り当期純利益を算定しております。

７．従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数(契約社員、パートタイマーを含む。)は年間の平均人員を()にて
外数で記載しております。

８．第12期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。

(2) 提出会社の経営指標等

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期
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決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (千円) 2,241,557 2,679,606 3,141,006 3,919,674 4,368,144

経常利益 (千円) 11,767 287,763 226,154 461,422 373,284

当期純利益 (千円) 15,915 204,632 156,162 333,795 72,604

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 88,017 88,017 222,212 247,477 247,477

発行済株式総数 (株) 1,362,900 1,362,900 3,084,600 6,219,200 12,438,400

純資産額 (千円) 2,195,912 2,400,544 2,814,192 3,173,840 3,221,568

総資産額 (千円) 5,171,987 5,658,223 7,311,632 9,526,759 13,181,320

１株当たり純資産額 (円) 199.94 220.17 228.09 255.18 259.01

１株当たり配当額
(円)

－ － 11.00 4.00 2.00

(うち１株当たり中間配当額) (－) (－) (7.00) (2.00) (1.00)

１株当たり当期純利益 (円) 1.46 18.77 12.75 26.99 5.84

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 42.5 42.4 38.5 33.3 24.4

自己資本利益率 (％) 0.7 8.9 6.0 11.1 2.3

株価収益率 (倍) － － 37.04 21.21 97.00

配当性向 (％) － － 14.7 7.4 34.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 821,220 880,831 － － －

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 40,467 △824,108 － － －

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △887,516 205,534 － － －

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 488,092 750,350 － － －

従業員数
(人)

89 117 132 135 152

(外、平均臨時雇用者数) (3) (3) (3) (3) (－)

株主総利回り (％) － － － 121.7 120.9

(比較指標：配当込みTOPIX) (％) (－) (－) (－) (141.3) (139.2)

最高株価 (円) － －
2,450
(2,282)

3,195
(1,372)

684

最低株価 (円) － －
1,075
(666)

2,048
(965)

500
 

(注) １．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第９期の期首から適用してお

り、第９期以降に係る主要な経営指標等については当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

２．第８期及び第９期の持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載

しておりません。

３．当社は、2022年11月30日開催の取締役会決議により、2023年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分

割を行っております。第８期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当た

り当期純利益を算定しております。なお、１株当たり配当額については当該株式分割前の実際の配当金の額

を記載しております。

４．当社は、2023年３月31日開催の取締役会決議により、2023年６月１日付で普通株式１株につき２株の株式分

割を行っております。第８期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当た

り当期純利益を算定しております。なお、１株当たり配当額については当該株式分割前の実際の配当金の額

を記載しております。
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５．当社は、2023年12月５日開催の取締役会決議により、2024年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分

割を行っております。第８期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当た

り当期純利益を算定しております。なお、１株当たり配当額については当該株式分割前の実際の配当金の額

を記載しております。

６．第８期及び第９期の１株当たり配当額については、配当を実施していないため、記載しておりません。

７．第12期の１株当たり配当額2.0円のうち、期末配当額1.0円については、2025年６月26日開催予定の定時株主

総会の決議事項となっております。

８．第８期及び第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当

社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

９．第10期及び第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

10．第８期及び第９期の株価収益率については、当社株式は非上場であったため、記載しておりません。

11．第８期及び第９期の配当性向については、配当を実施していないため、記載しておりません。

12．第10期より連結財務諸表を作成しているため、第10期以降の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動

によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載

しておりません。

13．従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数(パートタイマー)は年間の平均人員を()にて外数で記載しており

ます。

14．当社は2022年４月21日をもって名古屋証券取引所ネクスト市場に上場いたしましたので、第８期から第10期

までの株主総利回り及び比較指標については記載しておりません。第11期の株主総利回り及び比較指標につ

いては2023年３月期末を基準として算定しております。

15．最高株価及び最低株価は2022年４月21日から2023年12月24日以前は名古屋証券取引所ネクスト市場における

ものであり、2023年12月25日以降は東京証券取引所グロース市場におけるものであります。なお、2022年４

月21日をもって名古屋証券取引所ネクスト市場に上場いたしましたので、それ以前の株価については非上場

であったため、記載しておりません。

16．2023年１月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。第10期の最高株価及び最低株価

については当該株式分割による権利落後の最高株価及び最低株価を記載しており、()内には当該株式分割の

権利落前の最高株価及び最低株価を記載しております。

17．2023年６月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。第11期の最高株価及び最低株価

については当該株式分割による権利落後の最高株価及び最低株価を記載しており、()内には当該株式分割の

権利落前の最高株価及び最低株価を記載しております。
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２ 【沿革】

当社の沿革については以下のとおりであります。

2013年12月 福井県敦賀市において日本レンテクト株式会社を設立(資本金5,000千円)

2014年１月 上田建機株式会社と会社分割契約を締結

2014年３月 本店所在地を愛知県名古屋市中区に移転(資本金10,000千円)

2014年４月 会社分割により上田建機株式会社の足場レンタル事業並びに福井県敦賀市及び鯖江市における足

場工事事業に関する資産、負債及び権利義務の一切を承継

2014年７月 千葉野田センターを開設

2015年２月 大阪営業所を開設

2015年11月 東京営業所及び横浜営業所を開設

2016年４月 宮城仙台センターを開設

2017年３月 埼玉蓮田センター、愛知みよしセンターを開設、第三者割当増資を実施(資本金80,000千円)

2017年５月 本店所在地を愛知県名古屋市中村区に移転、名古屋営業所を開設

2017年６月 大阪羽曳野センターを開設

2017年８月 東京営業所を閉鎖

2017年11月 さいたま営業所を開設

2018年１月 神奈川相模原センターを開設

2018年３月 第三者割当増資を実施(資本金83,330千円)

2018年５月 静岡富士センターを開設

2019年３月 千葉四街道センターを開設、第三者割当増資を実施(資本金88,017千円)

2019年４月 岡山倉敷センターを開設

2019年12月 商号を日本レンテクト株式会社から株式会社ASNOVAに変更

2021年４月 横浜営業所、さいたま営業所を統合し東京営業所を開設

仙台営業所を開設

2022年４月 名古屋証券取引所ネクスト市場に株式を上場、公募増資を実施(資本金220,732千円)

2022年８月 佐賀鳥栖センターを開設

2022年９月 栃木上三川センターを開設

2022年10月 ベトナム社会主義共和国のホーチミン市に海外子会社ASNOVA VIETNAM CO.,LTDを設立

ASNOVA STATION事業開始

2023年１月 ASNOVA VIETNAM CO.,LTDを連結子会社とする

任意の指名・報酬委員会を設置

2023年３月 新株予約権の行使により増資(資本金222,212千円)

2023年12月 東京証券取引所グロース市場に株式を上場、公募増資を実施(資本金247,477千円)

2024年２月 埼玉ふじみ野センターを開設

2024年３月 岐阜多治見センターを開設

2024年９月 千葉柏センターを開設

2024年10月 熊本センターを開設

2024年１月 事業譲渡契約により「足場架払工事サービス」に関する事業を平成実業有限会社へ譲渡

2025年４月 シンガポール共和国において仮設トイレのレンタル事業並びに清掃や廃棄管理物管理サービス等

の衛生関連ソリューション提供を行うQool Enviro Pte.Ltd.の全株式を取得し、完全子会社化
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３ 【事業の内容】

本書では、「仮設機材」、「足場」といった用語を用いておりますが、建設仮設業界では、その厳密な定義と使い

分けが明確に整理されずに使用されているのが現状であります。そこで本書では、まず下記の通りに用語の整理を

行った上で使用することとします。

「仮設機材」：当社グループが取り扱う商材の全般を指します。

「足場」　　：仮設機材のうち、防音パネル等を除いた、高所作業のための踏板や支柱などで組み立てたもの全般

を指します。

但し、建設仮設業界では、個別の商品名を表現する際には、「仮設機材」と表現せずに「足場」と表現するケース

も多く存在します。これらの状況を踏まえ、本書内において、その用語を適時適切に使い分け致します。

 
当社グループは、当社および連結子会社（ASNOVA VIETNAM CO.,LTD）の計２社で構成されており、「レンタル関連

事業セグメント」において、クサビ緊結式足場(以下、クサビ式足場)(注)を主要とした「仮設機材レンタル」、新品

の仮設機材を販売する「仮設機材販売」の２つのサービスラインを展開しております。全国の機材センターを通じ

て、工事業者による『仮設機材をレンタル・購入したい』というニーズにワンストップで対応出来る体制整備を図っ

ております。

 
≪仮設機材レンタル≫

戸建住宅や中低層マンション向けに普及しているクサビ式足場を主要としたレンタルサービスを全国の中小足場施

工業者に提供しております。近年の改修需要の増加や工事の繁忙期と閑散期の変動幅の拡大等により、足場施工業者

の仮設機材在庫負担が増大しているため、投資負担を軽減し、繁閑に応じて仮設機材数量の調整弁となる仮設機材レ

ンタルに対するニーズは高く、取引業者数は拡大を続けています。そのような中で、2022年10月にベトナム社会主義

共和国へ子会社ASNOVA VIETNAM CO.,LTDを設立するとともに、パートナー企業と日本国内で広域にサービスを提供す

るASNOVA STATIONを展開しております。

 
≪仮設機材販売≫

仮設機材レンタルを利用する顧客に最適だと考える数量の仮設機材を確保してもらえるよう、主軸のレンタルサー

ビスだけでなく、販売も含めた提案を行うなどワンストップのサービスを提供することにより、安定的に発生する更

新需要を取り込んでおります。

また、その他の販売として、中古機材の販売を行っており、当社ECサイトにて全国の顧客へ販売しております。

足場(新材及び中古)の取引内容・取引方針としましては、あくまでもビジネスの本流はレンタルであり、レンタル

を主軸とする方針であるため、販売は行うものの大きく伸長させるような計画とはしておりません。顧客サイドにお

ける滅失、破損等に伴う一定数量の機材の更新需要、事業規模拡大のための投資需要に対して、販売できる品揃えを

しておきアプローチするという手法を取っており、機材のレンタルニーズと購入ニーズを顧客にヒアリングしながら

区分して取り扱っております。

 
(注)　クサビ式足場は主に戸建・低中層マンションに使用され、施工費用が比較的安く、保管・運搬・施工効率が良

いという特長があります。
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事業の系統図は次のとおりであります。

 
［事業系統図］

 

 
４ 【関係会社の状況】

 

名称 住所 資本金
主要な事業の

内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)      

ASNOVA VIETNAM CO.,LTD
(注)２

ベトナム社会主義共和国
ホーチミン市

17,200,000,000VND レンタル関連事業 100.0
当社から仮設機材を販売
しております。
役員の兼任…無

 

(注) １．主要な事業内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．当社は、2025年４月１日付で、Qool Enviro Pte.Ltd.の全株式の譲渡契約を締結し、同日付で取得を完了し

ました。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2025年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

国内事業 152 (-)

海外事業 14 (-)

合計 166 (-)
 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を(　)外数で記載しております。

２．当社グループは、レンタル関連事業の単一セグメントであるため国内事業及び海外事業の別に記載しており

ます。

 
(2) 提出会社の状況

2025年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

152 (-) 37.6 3.7 4,798
 

 

事業部門の名称 従業員数(人)

仮設事業部門 134 (-)

管理部門 18 (-)

合計 152 (-)
 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を(　)外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

３．平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与は、臨時雇用者数を除く平均値を記載しております。

４．当社はレンタル関連事業の単一セグメントであるため、事業部門別に記載しております。

５. 前連結会計年度末に比べ従業員数が17名増加しておりますが、主な理由としては業容の拡大に伴い期中採用

が増加したことによるものであります。

 
(3) 労働組合の状況

当社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 
(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

提出会社

2025年３月31日現在

当事業年度

管理職に占める
女性労働者(％)

(注)１

男性労働者の
育児休業取得率

(％)
(注)２

労働者の男女の賃金の差異(％)(注)１

全労働者
うち正規雇用

労働者
うちパート・有期労働者

0.65 33.3 71.8 71.0 -
 

(注) １．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」(平成27年法律第64号)の規定に基づき算出したもので

あります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」(平成３年法律第76号)の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」(平成３

年労働省令第25号)第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。

３．連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」(平成27年法律第64号)及び「育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」(平成３年法律第76号)の規定による公

表義務の対象ではないため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は以下のとおりであります。なお、文中の将来に関する

事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 
(1) 会社の経営の基本方針

当社は、『「カセツ」の力で、社会に明日の場を創りだす』というパーパス(存在意義)及び『社員のため、社員

の家族のため、顧客のため、株主のために、安心と幸せを提供し、社会性を第一優先とした、独自性、経済性を追

求する企業を目指す』という経営理念のもと、仮設機材レンタルサービスの強化により経営基盤を安定させ、更な

る成長が期待できる事業への取り組みを行い、建設仮設業界で最も必要とされる存在となることを経営ビジョンと

して、仮設工事に係る多様なサービスをワンストップで提供するとともに、仮設工事業界のイメージ向上につなが

る先進的なサービスを創出し業界の抱える問題を解決することを目指しております。

 
(2) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標

当社が自社の分析をする際に重視する経営指標は、売上高、営業利益、EBITDAであります。

事業規模を示す売上高、損益面において事業の収益性を示す営業利益を管理することにより、経営効率の一層の

向上を図っております。

また、当社は現在投資フェーズであるため、将来の成長性を示すためにEBITDAを重視しております。

なお、仮設機材の稼働率については重視するものの、投資フェーズであることから仮設機材稼働率は変動しやす

く、適正値を維持するべき指標として管理しております。

 
(3) 経営環境、経営戦略等

当社グループを取り巻く経営環境は、インフレの継続による実質賃金の低下による消費の低迷、ロシア・ウクラ

イナ情勢の長期化、中東情勢の緊迫化などの地政学上のリスクを背景とした資源・エネルギー価格の高騰による資

材コストの上昇など、経営環境を下押しするリスクが多い状況にあると認識しております。また、建設業界におい

ては、内需を中心に緩やかに回復傾向にあるものの、資材価格の高騰による収益環境の悪化、時間外労働の上限規

制による人材不足や高コスト化が懸念されます。また、住宅に関しては、最終消費者の価値観の多様化、気候変動

による自然災害の激甚化、長期優良住宅や省エネ住宅への需要から、商品自体は高付加価値のものが好まれる反

面、建築コストの上昇や土地価格の高騰もあり、経営環境は不透明な状況にあります

このような状況のもと、当社におきましては、仮設機材のレンタルから販売に至るまでワンストップで対応でき

るサービスの強みを活かし、当該分野での主力企業として成長するとともに、海外も含めた事業展開も拡大してま

いります。具体的な経営戦略は以下のとおりです。

①　既存顧客の深耕及び新規顧客の開拓

既存顧客の深耕を通じて当該顧客の取引量拡大を図るとともに、新規顧客の紹介を受けることにより顧客基盤

の拡大を目指しております。また、自社独自のマーケティングにより積極的な営業活動を通じて新規顧客の獲得

を目指しております。

②　拠点開発

現在、本邦内に営業所として４カ所、機材センターとして23カ所展開しております。より近く、より便利を

モットーに、これらの拠点を起点としたドミナント展開を通じ既存顧客へのサービスの拡充を図るとともに、新

たな顧客の獲得にもつなげていく戦略をとっております。また、2022年10月にベトナム社会主義共和国へ子会社

ASNOVA VIETNAM CO.,LTDを設立するとともに、パートナー企業と日本国内で広域にサービスを提供するASNOVA

STATIONにて全国に16拠点を構えております。2025年４月にはシンガポール共和国において、仮設トイレのレンタ

ルサービスを中心に、清掃や廃棄管理物管理サービス等を展開しているQool Enviro Pte.Ltd.の全株式を取得し

完全子会社として、新たに「仮設トイレレンタル」の拠点を展開してまいります。
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③　サービス・品揃えの強化

建設時の落下物を防ぐための機材で設置が義務付けられている「朝顔」を改良し、部品点数の半減かつ軽量化

を実現した新機材(クサビ緊結式次世代シート朝顔　SpeeK)を開発し、展開しております。今後も、機能性の改良

ニーズ・安全性の強化ニーズを汲み取ったオリジナル品の提供などを視野に入れ、サービス・品揃えの強化を進

めてまいります。

④　建設仮設業界活性化への貢献

建設仮設業界への興味・関心を高め、中長期的な視点で若手人材不足の解消を目指し、業界の更なる活性化に

貢献することを目的として、オウンドメディア「カケルバ」で足場の持つ「仮設性」をテーマに継続して情報発

信を行ってまいりました。また、カケルバとの連動企画としてYouTubeチャンネル「あすのばチャンネル」も展開

しており、今後もより発信力の強化を目指してまいります。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社を取り巻く市場環境は急速に変化し、益々競争が激化しております。そのような市場環境で継続的な成長を

図るために、既存事業であるレンタル関連事業の安定した収益拡大を図るとともに、更なる成長が期待できる事業

を新たに創出し、更にはこれらを支える人材育成や管理体制の強化を対処すべき課題と定め、以下のような課題に

取り組んでまいります。

①　レンタル関連事業の強化

建設事業者あるいは足場施工業者等の当社の顧客においては、更なる事業拡大のための機材投資の他、劣化・

破損・滅失等による仮設機材等の一定の補充更新需要があり、機材投資に係る資金負担が生じる中、当社の扱う

レンタル品の活用により、投資負担を軽減しながら事業展開されているものと考えます。一方、当社にとって

も、上記の顧客のニーズに的確に応えることで、機材のレンタル出庫量が増加し安定した収益の拡大に繋げるこ

とが可能となります。また、機材センターの開設に際しては、既存センターの立地状況を踏まえ、同一地域にお

けるドミナント形成も考慮に入れながら展開することとしております。顧客に対するサービスの品揃えとして、

レンタルだけでなく販売も手掛けることで、単なるレンタルサービスを提供する会社からの脱却を図り、レンタ

ル品・購入品の最適な比率のアドバイスなど、様々な相談にお応えしながら当社をご利用いただけるよう取り組

んでまいります。

②　事業展開の実施

当社は仮設機材のレンタル・販売を主たる事業として展開しておりますが、単一事業であるが故に、サービス

を提供する業界に不測の事態が発生した場合において、業績に大きな影響が出る可能性があるため、足場レンタ

ル事業を安定的な事業基盤としながらも、周辺事業や新市場に進出することで、「非連続な成長の実現」を目指

すことが、当社の持続的な企業価値への向上には不可欠であると認識しております。上記の周辺事業や新市場へ

の進出に際しましては、海外への展開も視野に入れ、特にASEAN諸国は今後の急成長が見込まれており、既にベト

ナム社会主義共和国には子会社ASNOVA VIETNAM CO.,LTDを設立し事業展開中であり、今後の成長のためASEAN諸国

は事業展開の強化が不可欠なエリアであると認識しております。上記のことから、当事業年度におきましてはシ

ンガポール共和国で仮設トイレのレンタル及び衛生関連ソリューションサービスを展開している、Qool Enviro

Pte.Ltd.の全株式を取得し子会社化する準備を整えてまいりました。

③　人材育成・管理体制の強化

社内に新たな事業を担う社員を育成することを目的として、人事制度の再構築に取り組んでおります。具体的

には、評価制度の見直しを実施し、併せて外部教育機関への入学支援や網羅的にスキルや知識を習得する教育制

度の再構築を進めております。また、機材センター業務の簡素化・標準化・デジタル化を推進し、在庫予測にAI

を活用する等、効率的な運営を実現するとともに、バックオフィス体制の再構築として、業務分掌を見直し、最

適人数にあわせた人員補充を進め、コンプライアンス意識の更なる向上等、管理体制の強化に取り組んでまいり

ます。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の詳細に関する事項は、当連結会計年度末日現在において当社が判断したものであります。

 
(1) ガバナンス

当社グループは、企業の持続的な成長と中長期的な企業価値を創出するためのガバナンス体制を構築しており、

サステナビリティ関連のリスク及び機会を監視し、管理するためのガバナンスに関しては、コーポレート・ガバナ

ンス体制と同様となります。

当社のコーポレート・ガバナンスの状況の詳細は、「第４　提出会社の状況　４．コーポレート・ガバナンスの

状況等　(1）コーポレート・ガバナンスの概要」に記載のとおりであります。ガバナンスの詳細については、当社

のコーポレート・ガバナンス報告書にも記載しておりますのでご参照ください。

 
(2) 戦略

気候変動は、当社の事業活動に対して、さまざまな「リスク」と「機会」をもたらす可能性があり、企業として

それらに対応していくことが重要であると考えています。

具体的には、機材センターでは仮設機材を屋外で保管しており、またレンタル中の仮設足場も顧客にて主に屋外

での使用であり、風水害の影響を受ける可能性があります。一方で、風水害による復旧工事の増加に対して、足場

機材のレンタル及び販売サービスは復興・復旧、災害に強い街づくりなど、誰でも安心して住み続けられる環境づ

くりに貢献できると考えています。

また、当グループは「2030年のありたい姿」を策定し、M&Aを中心に着実に達成するため蓋然性の高い単年の業績

目標を設定・開示するバックキャスト型の長期的な成長戦略を掲げています。今後３年間でM&A戦略を通じた新規事

業による「非連続な成長」の実現のため、60億円を超える累計投資行い、足場レンタル事業を確固たる収益基盤と

して、新規事業を成長エンジンとし、一層の収益拡大を牽引する高収益のグローバルな循環型ビジネスのエクセレ

ントカンパニーを目指しています。

人材戦略について、当社では人材採用や社員の成長を目的として、人事制度「ASNOVA WAY」を定めております。

具体的には、大学・大学院で学びたい経営幹部や責任者、業務のスペシャリストを希望する社員に対して、外部教

育機関の学費を会社が負担する制度「ASNOVA Recurrent」や、複数の図書から毎月１冊を会社が提供し、基礎教養

の習得を応援する「ASNOVA リベラルアーツ」等があります。

 
(3) リスク管理

当社グループは、リスク管理を経営の重要課題と認識し、必要なリスク管理体制及び手法を整備しております。

具体的には、「コンプライアンス規程」を定め、代表取締役社長を実施統括責任者に任命しています。また、代表

取締役より指名された取締役を委員構成とするコンプライアンス委員会を設置し、原則６ヶ月に１回開催するとと

もに、経営上の重大なリスクへの対応方針、サステナビリティ関連のリスク及び機会、その他リスク管理の観点に

おける重要な事項について審議を行い、その結果を取締役会に報告する体制を構築しております。

また必要に応じて、弁護士、公認会計士、税理士、社会保険労務士等の外部専門家の助言を受けられる体制を整

えており、リスクの未然防止と早期発見、発生時の被害の最小化、再発防止に関して議論するとともに、必要に応

じて取締役会に報告しております。

 
(4) 指標及び目標

当社では、パーパスへの共感をベースに人事制度「ASNOVA WAY」で社員の成長を促進し、従業員の定着に取り組

んでおりますが、現時点において、具体的な指標及び目標は定めておりません。グループの持続的な成長と企業価

値の向上を実現するために引き続き従業員の採用・定着・育成に努めてまいります。

 
当社では女性活躍の推進に取り組んでいます。女性社員が自身の強みを活かして活躍できる組織及びそれを支援

する制度づくりを推進しており、当事業年度における育児休業取得率は100％となっております。

 
女性活躍推進法に基づく行動計画(2027年３月までの目標)

目標：育児休業取得率90%以上を維持する。
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３ 【事業等のリスク】

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が提出会社の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりであり

ます。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 建設投資動向等の影響について(発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大)

当社グループは、建設用仮設機材のレンタルを主たる事業としております。当社グループの主要取扱品目は、主

に建設現場で使用される仮設機材であるため、当社グループの業績は建設投資動向の影響を受ける傾向にありま

す。建設投資動向は、民間設備投資や国及び地方公共団体の公共事業予算に影響を受けます。そのため、建設投資

動向が変動し、仮設機材のレンタル需要が落ち込んだ場合には、レンタル関連事業の単一セグメントにて業務運営

を行う当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 貸倒れリスクについて(発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社グループの取引先は多数に及んでおり、売上債権は特定の取引先に集中することなく、多数の取引先に分散

しております。売上債権の貸倒れリスクは、これら多数の取引先の財務状況に影響を受けることになります。当社

グループの取引先のほとんどは建設会社、住宅メーカー及びそれらの会社から受注を受ける足場施工業者でありま

す。建設業界を含め全般的に景気が低迷した場合には、それらの会社の受注機会の減少、業績の低迷につながり、

結果として、債権の回収遅延や売上債権の貸倒れが増加し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(3) 借入金を中心とした有利子負債への依存について(発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社グループは、仮設機材の購入代金の大部分を借入金により調達しているため、総資産に占める有利子負債の

比率は下表のとおり高い水準で推移しております。今後、借入金利が上昇に転じた場合には、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。

 

 2024年３月期(千円) 2025年３月期(千円)

有利子負債残高
(対総資産額比率)

5,861,304
(62.4％)

9,610,215
(74.2％)

純資産額
(自己資本比率)

3,027,405
(32.3％)

2,979,071
(23.0％)

総資産額 9,386,352 12,958,939

支払利息 19,068 46,731
 

(注) 有利子負債残高は、短期借入金、長期借入金(１年内返済予定のものを含む)、リース債務(１年内返済予定

のものを含む)の合計であります。

 
(4) 仕入価格の変動について(発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社グループが取り扱う仮設機材は、主に鉄鋼製品であるため、製造メーカーによる販売価格については、鉄鋼

原材料市況に大きく影響されます。そのため、当該市況により製造メーカーの製品販売価格が著しく変動し、当社

グループの仕入価格を販売価格又はレンタル価格に転嫁できない場合は、当社グループの経営成績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。

 
(5) 営業不振による退店及び減損会計の適用について(発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：大)

当社グループは、機材センターの新規出店を重要な経営戦略の一つと位置づけております。機材センターの新規

出店に当たっては、商圏人口・仮設工事業者数・競合店状況等の立地条件や地価・賃借料等の経済条件を基に、売

上及び利益等の業績予想、投資回収年数等を勘案し出店の可否を決定しております。しかし、出店した機材セン

ターが当初の計画通りの収益を計上できず、業績の回復が図れない場合には、減損会計の適用により減損損失を計

上することを余儀なくされ、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。さらには、

退店等撤退する場合には、当該機材センターにおいて収益を獲得する機会を逸することとなり、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。
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加えて、機材センターの土地を取得する際は、一定の収益獲得を前提としたプレミアム部分を上乗せするケース

も多いため、当該収益性が低下した場合に、使用価値で投資回収できず正味売却価額を回収可能価額として評価せ

ざるを得ない状況となり、減損損失を余儀なくされ、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(6) 製造物責任(ＰＬ)について(発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大)

当社グループのレンタル仮設機材及び販売仮設機材には、製造物責任のリスクが内在しております。製造物責任

は一義的には機材メーカーが負いますが、製品を仕入れる当社グループにおいてもレンタル及び販売上の責任を負

うことになります。製品の仕入れに係る製造メーカーとの基本取引契約において責任の帰属先を明確化し当社グ

ループのリスク低減を図り、また当社グループが顧客と取引を行う際に顧客との間で締結する取引基本契約書にお

いて責任の帰属先を明確化し、レンタル品のその種類・品質・性能に関する契約不適合責任を負わない旨を規定し

ており、それによって当社グループのリスクの低減を図っておりますが、製品の欠陥に起因して発生する損害賠償

を製造メーカーが加入する保険により補填できない事態や、大規模な製品回収による受注の機会損失により生じる

リスクが現実化した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7) 都市計画法について(発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社のレンタル関連事業については、取り扱う機材の大きさや数量及び重量の特徴から、広大な敷地面積を要す

る作業場(以下「ヤード」という。)での機材管理が不可欠であります。具体的には、レンタルの際の機材のトラッ

クへの積み下ろし、フォークリフトによる所定のストック場所への格納作業など、荷捌きのためには一定の広さが

必要です。

かかる中、広大な敷地を可能な限りコストのかからない方法で利用することが不可欠となります。市街地は概し

て地価が高いため、市街化調整区域への展開を模索することとなりますが、機材センターの出店及び事務所設置に

あたり規制を受けることとなります。行政への確認を通じ、規制に抵触しないよう出店時には最大限の注意を払っ

ておりますが、何らかの事情により規制が強化された場合等には、展開拠点の見直しを迫られる可能性があり、当

社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8) ヤード内での事故発生リスクについて(発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

荷捌き中の事故や荷崩れなどにより、重大な事故等が発生した場合には、当社グループの社会的信用や当社の経

営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(9) 機材の盗難リスクについて(発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

ヤード内で厳重保管の上、監視カメラの設置やセキュリティ会社との連携により、機材の盗難に対し万全の備え

はしているものの、ヤード設置場所の特性から盗難の可能性を排除しきれず、不測の損失を被る可能性がありま

す。

 
(10) レンタル品の返却時のリスクについて(発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社レンタル品としての識別が可能なように、色を塗付するなど工夫を凝らしておりますが、返却時に他社製品

と混在してレンタルした機材の全数が返却されないケースがあります。その場合は、滅失処理として相応の料金を

収受することとしておりますが、返却が受けられない場合は次なるレンタルにタイムリーに供することができず、

機会損失が生じることで、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(11) 特定の経営者への依存について(発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大)

当社グループ設立の中心人物であり、設立以来の事業推進役である代表取締役社長上田桂司は、仮設機材のレン

タルに関する豊富な経験と知識を有しており、経営方針や事業戦略の構想・策定等、当社グループの事業活動全般

にわたって重要な役割を果たしています。当社グループでは、過度に同人に依存しないよう、経営幹部役職員の拡

充、育成及び権限委譲による業務執行体制の構築等により、経営組織の強化に取組んでおりますが、何らかの理由

により同人による当社グループの業務遂行が困難になった場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。
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(12) 人材の確保・育成について(発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：大)

当社グループでは、一層の成長を支える優秀な人材を確保することが重要だと考えております。このため、今後

も人材の採用及び教育研修実施の機会・内容の充実により、当社グループの経営理念及び経営方針を理解した、当

社グループの成長を支える社員の育成を行ってまいりますが、雇用情勢の変化等により、計画通りに人材が確保・

育成できない場合には、当社グループの事業運営や当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(13) 自然災害等について(発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社グループの機材センター・本社や営業所が所在する周辺地域において地震や台風等の自然災害や事故等が発

生し、機材等やインフラの物理的な損害により営業活動を中断せざるを得ない場合は、当社グループの経営成績及

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

また、新型コロナウイルスや新型インフルエンザ等、世界規模での感染症が流行した場合、操業停止・各国の経

済停滞やサプライチェーンの停滞等により、当社グループの事業運営・業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。

 

(14) ITセキュリティについて(発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社グループは、各種の情報システム・IT機器を利用して業務を遂行しております。そのため、システムの不

備、災害及びコンピュータウイルス等の外部要因により、入出庫データ、在庫データ等が喪失又は改ざんされた

り、個人情報の漏洩、当該システムにアクセス不能となり業務が阻害された場合には、当社グループの経営成績及

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(15) 訴訟に関するリスクについて(発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社グループは、コンプライアンス経営の重要性を認識しており、コーポレート・ガバナンスの強化に努めてお

ります。今後もコンプライアンス経営を推進してまいりますが、事業を遂行していくうえでは契約条件の解釈の齟

齬などを原因として訴訟されるリスクの可能性があり、訴訟等の内容及び結果によっては当社グループの経営成績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(16) 大株主との関係について(発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：小)

本書提出日現在、当社代表取締役社長であり大株主である上田桂司の所有株式は発行済株式総数の31.96％(合算

対象分となる一般社団法人ニチレンの株式数を加算すると73.22％)となっており、その議決権行使に当たっては、

株主共同の利益を追求するとともに、少数株主の利益にも配慮する方針を有しております。しかしながら大株主が

当社の事業その他に関して有する利益は他の株主の利益と異なる可能性があり、その保有方針や議決権の行使方針

によっては、取締役の選解任、企業結合取引等の当社の重要な決定に影響を及ぼすなど、当社グループの経営成績

及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 
(17) 業績の季節的変動(発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社の顧客である中小足場施工業者における受注案件の納期は３月末に集中する傾向にあり、その前段階で必要

となる足場の施工は納期よりも前に行われるため、当社の売上高は第３四半期に偏重する傾向がありますが、仮設

機材から生じる減価償却費や機材センター運営費用の多くは売上高に関わらず生じる固定費用であるため、売上高

の低迷等により営業損失が発生する可能性があります。

（参考）2025年３月期　四半期ごとの売上高及び営業利益（損失）

（金額単位：百万円）

 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

売上高 943 1,026 1,179 1,116

営業利益（損失） △35 17 118 △52
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(18) 労働災害及び事故について(発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

建設事業は、その事業の性質上、他の事業と比較して、業務中の事故発生率が高い傾向にあります。当社グルー

プは、社内研修を通じた安全教育や危険予知活動により、従業員に対して安全管理を徹底しておりますが、万一、

人命に係る重大な労働災害や事故が発生した場合には、信用力の低下を招き、当社グループの業績及び財政状態に

重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

(19) 海外事業について(発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：小)

当社グループは、ASEANでの事業拡大を戦略の一つとしております。しかしながら、為替リスクに加え、政情不

安、経済動向の不確実性、法規制、商慣習等、海外事業において一般に内在するリスクを負っております。これら

が当社グループの事業に影響し、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、当社

が保有する子会社株式は原価法により評価しておりますが、市場価格のない株式であり、財政状況の悪化等により

実質価額が著しく下落した場合、子会社株式の評価損を計上する可能性があり、個別財務諸表における業績及び財

政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(20) ブランドについて(発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社グループは、「いつでも、近くで、安心して借りられる」を強みとして事業を展開しております。ASNOVA

STATION事業において当社グループはパートナー企業との間で締結した契約に基づき、機材管理のパッケージを提供

するとともに、継続的に仮設機材の管理ノウハウ等を提供しております。しかしながら、当社グループの指導が及

ばない等、パートナー企業においてブランドに悪影響を及ぼす事態が発生した場合は当社グループの業績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(21) レンタル事業のノウハウについて(発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社グループは、仮設機材の管理を強みの一つとしております。当社グループが展開するASNOVA STATION事業で

は当社グループのパートナー企業に仮設機材の管理ノウハウを提供しておりますが、それらの流出等により当社グ

ループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 
(22) 盗品の買取について(発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社は2023年５月に仮設機材の買取、販売をネット上で決済可能なＥＣサイトである「ASNOVA市場」をローンチ

しております。仮設機材のリユース市場の成長、リユース商品の流通量増加に伴い、盗品の売買が社会的な問題と

なっております。当社グループは少しでも盗品と疑わしい商品については買取を控え、警察当局とも密に連携を図

る等、盗品の流通を阻止すべく事業を展開しております。また、古物営業法遵守の観点から、古物台帳（商品の買

取記録を詳細に記載した台帳）を作成することで、盗品買取が発生した場合にも適時適切に警察当局の捜査に協力

できる体制を整えております。しかしながら、事業特性上、盗品の買取を完全に防止することは困難であり、盗品

の買取によるトラブル発生に起因した当社への信頼低下により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 
(23) 当社株式の流動性について(発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中)

当社は、2023年12月に東京証券取引所グロース市場へ上場しており、公募及び売出しによって当社株式の流動性

の確保に努めておりますが、株式会社東京証券取引所の定める上場維持基準は25%であるところ、流通株式比率は

25.18%にとどまっております。今後は大株主への一部売出しの要請等により、流動性の向上を図っていく方針では

ありますが、何らかの事情により上場時よりも流動性が低下する場合には、当社株式の市場における売買が停滞す

る可能性があり、それにより当社株式の需給関係にも悪影響を及ぼす可能性があります。

なお、株式会社東京証券取引所での上場が廃止となった場合でも、株式会社名古屋証券取引所での当社株式の取

引は引き続き可能であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ＡＳＮＯＶＡ(E35797)

有価証券報告書

15/97



 

(24) M&A・事業提携(発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：大)

当社グループは、今後の業容拡大等においてM&A及び事業提携戦略は重要かつ有効であると認識しております。し

かしながら、有効な投資機会を見出せない場合や、当初期待した投資効果を得られない場合には、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。また、M&A等により新規事業領域・新規市場へ参入する場合には、その事

業・市場固有のリスクが新たに加わる可能性があります。

なお、のれんが発生する場合はその償却額を超過する収益力が安定的に確保できることを前提としております

が、買収後の事業環境や競合状況の変化等により買収当初の事業計画遂行に支障が生じ、計画どおりに進まない場

合は当該のれんに係る減損損失等が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 
４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下、「経営成績等」という。)の状況の概況は次

のとおりであります。

 
①　経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用、所得環境の改善やインバウンド需要の復調などを背景に引き続

き緩やかに景気は持ち直しの動きが見られました。一方、エネルギー価格や原材料価格は依然として高位に推移

し、不安定な国際情勢や世界経済の混乱など先行きは不透明な状況が続いております。また、当社グループの業

績に影響を与える国内建設業界におきましては、公共投資は引き続き堅調に推移しましたが、民間投資について

は建築資材の高騰や金利上昇の懸念を背景に住宅市場における新築着工戸数は緩やかには回復しているものの低

位に推移し、当社経営環境へ影響を及ぼす可能性があり、注視が必要な状況であります。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、仮設機材のレンタルから販売に至るまでワンストップ

で行えるサービスの強みを活かし、引き続き顧客満足度の向上に取り組んでまいりました。当社グループが扱う

仮設機材価格は引き続き高騰しており、購入を控える動きに伴って仮設機材レンタルの需要が高まっておりま

す。当社グループにおきましては、需要に応えるべく賃貸資産への積極的な投資を実施するとともに、2024年９

月に千葉県柏市、2024年10月に熊本県熊本市に新規機材センターを開設いたしました。

以上の結果、売上高は4,266百万円(前期比12.7％増)、営業利益は売上高が増加した一方で、積極的な賃貸資産

への投資に伴う減価償却費の増加、M&Aによる株式取得関連費用計上の影響を受け48百万円(同86.1％減)、経常利

益は45百万円(同86.0％減)、親会社株主に帰属する当期純損失は24百万円(前期は親会社株主に帰属する当期純利

益210百万円)となりました。

なお、当社はレンタル関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 
②　財政状態及びその分析

(資産)

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて3,572百万円増加し、12,958百万円となりまし

た。これは主に、M&Aによる株式取得に備えた現金及び預金の増加2,244百万円、売掛金の増加61百万円、賃貸資

産の増加433百万円、土地の増加576百万円等によるものであります。

 
(負債)

当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて3,620百万円増加し、9,979百万円となりま

した。これは主に、設備投資及びM&Aによる株式取得を目的とした１年内返済予定を含む長期借入金の増加2,357

百万円、短期借入金の増加1,400百万円等によるものであります。

 
(純資産)

当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて48百万円減少し、2,979百万円となりまし

た。親会社株主に帰属する当期純損失の計上及び配当の払い出しによって利益剰余金が49百万円減少したことに

よるものであります。
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③　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ2,244百万円増加し、3,182百万円

となりました。当連結会計年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,481百万円の収入となりました。主な要因は、税金等調整前当期純利

益70百万円、減価償却費1,817百万円等があった一方で、法人税等の支払187百万円があったこと、EC事業に関連

して棚卸資産が80百万円増加したこと等によるものであります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、2,962百万円の支出となりました。主な要因は、有形固定資産の取得に

よる支出2,983百万円があったこと等によるものであります。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、3,724百万円の収入となりました。主な要因は、短期借入金の増加

1,400百万円、長期借入れによる収入4,200百万円、長期借入金の返済による支出1,842百万円等があったことによ

るものであります。

 
④　生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

当社グループは生産活動を行っておりませんので、該当事項はありません。

 
ｂ．受注実績

当社グループは受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。

 
ｃ．販売実績

当連結会計年度の販売実績を示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

売上高(千円) 前年同期比(％)

レンタル関連事業 4,266,335 112.7

合計 4,266,335 112.7
 

(注) 当社グループはレンタル関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別に記載はしておりませんが、サー

ビスラインごとの売上内訳は次のとおりであります。

当連結会計年度「仮設機材レンタル」3,566百万円、「仮設機材販売」623百万円、「その他」76百万円

 
(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は本書提出日現在において、判断したものであります。

 
①　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたって、経営者により一定の会計基準の範囲内で見積りが行われてい

る部分があり、資産・負債や収益・費用の数値に反映されております。これらの見積りについては、継続して評

価し、必要に応じて見直しを行っておりますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果はこれらと異なる

ことがあります。当社グループの連結財務諸表の作成のための重要な会計方針等については、「第５　経理の状

況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)」に

記載のとおりであります。
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②　経営成績等の状況に関する認識及び分析・内容検討等

(売上高)

当社グループが扱う仮設機材価格は引き続き高騰しており、購入を控える動きに伴って仮設機材レンタルの需

要が高まっております。これにより、売上高は4,266百万円(前年同期比12.7％増)となりました。

(売上原価、売上総利益)

仮設機材レンタルの需要の高まりを受け、レンタル用の仮設機材への投資を大きく実施いたしました。また、

新規の機材センターを２店舗出店いたしました。これにより、売上原価は3,258百万円(前年同期比23.0％増)、売

上総利益は1,007百万円(前年同期比11.4％減)となりました。

(販売費及び一般管理費、営業利益)

積極的な採用活動費、人材育成費及び新規事業の開発にかかる費用等により、販売費及び一般管理費が958百万

円(前年同期比21.8％増)となりました。これにより、営業利益は48百万円(前年同期比86.1％減)となりました。

(営業外収益、営業外費用、経常利益)

支払利息46百万円等により、営業外費用が56百万円となりました。これにより、経常利益は45百万円(前年同期

比86.0％減)となりました。

(特別利益、特別損失、親会社株主に帰属する当期純利益)

2025年１月に足場架払工事サービス部門である敦賀工事センターを事業譲渡を実施し、特別利益として事業譲

渡益42百万円を計上いたしました。また、当該事業に使用しておりました土地を賃貸することとしたため、不動

産鑑定評価額を基準に正味売却価額を算定し、特別損失として減損損失16百万円を計上いたしました。これらに

より、親会社株主に帰属する当期純損失は24百万円(前年同期は親会社株主に帰属する当期純利益210百万円)とな

りました。

 
③　経営成績に重要な影響を与える要因

経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２　事業の状況　３　事業等のリスク」に記載のとおり

であり、様々なリスク要因が当社グループの経営成績に重要な影響を与える可能性があると認識しております。

そのため、当社グループは常に市場動向に留意しつつ、適用を受ける法令の改正等には細心の注意を払い情報収

集に力を入れる等、経営成績に重要な影響を与えるリスク要因について低減し、適切な対応に努めてまいりま

す。

 
④　資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金の状況については、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析　(1)経営成績等の状況の概要　③　キャッシュ・フローの状況」に記載してい

るとおりであります。

当社グループの資金需要のうち主なものは、運転資金、設備投資、法人税等の支払、借入金の返済等でありま

す。

短期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入金を基本としており、設備投資や長期運転資金の調達に

つきましては、金融機関からの長期借入金を基本としております。

 
⑤　経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等については、「第２　事業の

状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおりであります。売上高につきましては、仮

設機材レンタルの需要が高まり、堅調に推移いたしました。仮設機材稼働率につきましては、効率的な機材購入

により水準を高めながらも、受注機会を逃すことがないようバランスを取りながら、引き続き注視してまいりま

す。

 
⑥　経営者の問題認識と今後の方針について

経営者の問題認識と今後の方針については、「第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課

題等」に記載のとおりであります。
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５ 【重要な契約等】

（事業譲渡）

当社は、「足場架払工事サービス」に関する事業を平成実業有限会社へ譲渡することについて決議し、2024年11

月20日に事業譲渡契約を締結いたしました。これに基づき、2025年１月１日付で事業譲渡を実施いたしました。

詳細は第５[経理の状況]１[連結財務諸表等][注記事項](企業結合等関係）に記載のとおりです。

 
（株式取得による会社等の買収）

当社は、2025年３月17日開催の取締役会において、 Qool Enviro Pte.Ltd.の全株式を取得し子会社化することに

ついて決議し、2025年４月１日付で全株式の取得を完了いたしました。

　詳細は第５[経理の状況]１[連結財務諸表等][注記事項](重要な後発事象）に記載のとおりです。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資の総額は2,993百万円であり、その主なものはレンタル用仮設機材であります。なお、重

要な設備の除却又は売却はありません。また、当社グループはレンタル関連事業の単一セグメントであるため、セグ

メント別の記載を省略しております。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

当社は、中部、関東一円、関西を中心に機材センター23拠点、営業所４拠点を展開しております。

以上のうち、主要な設備は以下のとおりであります。

  2025年３月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物
(千円)

構築物
(千円)

車両運搬具
(千円)

賃貸資産
(千円)

土地
(千円)
(面積㎡)

その他
(千円)
(注)５

合計
(千円)

本社
(愛知県名古屋市中村区)
［賃借店舗］　　　(注)１

本社設備 28,895 － 0 77,051
55,521

（1,432)
38,993 200,460 29

名古屋営業所
(愛知県名古屋市中村区）
他３店舗
［うち賃借店舗３店］(注)２

営業所運
営設備

375 － 669 － － 772 1,817 25

宮城仙台センター
（宮城県仙台市青葉区）

機材セン
ター運営
設備

5,181 13,988 6,007 212,670
89,754

（9,791)
1,056 328,659 5

埼玉東松山センター
（埼玉県比企郡滑川町）
他埼玉県１店舗(注)３

機材セン
ター運営
設備

4,552 120,902 15,143 791,873
549,041

（15,801)
4,306 1,485,818 13

千葉野田センター
（千葉県野田市）
他千葉県２店舗
［うち賃借店舗１店］(注)３

機材セン
ター運営
設備

18,716 66,557 21,237 788,431
423,290

（10,043)
5,041 1,323,275 11

栃木県上三川センター
（栃木県河内郡上三川町）

機材セン
ター運営
設備

2,582 33,124 3,389 26,509
52,949

（23,515)
1,136 119,690 3

神奈川藤沢センター
（神奈川県藤沢市）
他神奈川県１店舗
［うち賃借店舗２店］(注)３

機材セン
ター運営
設備

14,434 24,506 1,211 638,450 27,869 1,702 708,174 11

静岡富士センター
（静岡県富士市）

機材セン
ター運営
設備

5,831 6,287 566 78,556
13,962

（6,360)
411 105,616 2

愛知弥富センター
（愛知県弥富市）
他愛知県２店舗
［うち賃借店舗１店］(注)３

機材セン
ター運営
設備

12,889 25,087 0 484,941
176,842
（7,463)

1,785 701,546 14

岐阜多治見センター
(岐阜県多治見市）

機材セン
ター運営
設備

15,626 43,325 3,210 69,951
219,504
（5,424)

1,356 352,974 4

福井鯖江センター
（福井県鯖江市）
［賃借店舗］(注)３

機材セン
ター運営
設備

4,818 1,109 － 31,779
24,438

（1,279)
692 62,838 4

京都京田辺センター
（京都府京田辺市）

機材セン
ター運営
設備

1,520 0 11,520 222,578
221,788
（8,264)

160 457,569 7

大阪和泉センター
（大阪府和泉市）
他大阪府１店舗
［うち賃借店舗１店］(注)３

機材セン
ター運営
設備

7,218 4,975 6,669 524,950
242,743

（11,856)
2,192 788,748 8

兵庫三木センター
（兵庫県三木市）

機材セン
ター運営
設備

2,191 7,466 － 112,196
70,664

（6,381)
411 192,931 4

岡山倉敷センター
（岡山県倉敷市）

機材セン
ター運営
設備

3,617 5,384 2,514 133,326
165,257
（6,427)

432 310,533 4

佐賀鳥栖センター
（佐賀県鳥栖市）
[賃借店舗](注)３

機材セン
ター運営
設備

3,463 40,361 3,309 359,893 8,552 1,076 416,656 5

熊本センター
（熊本県熊本市）

機材セン
ター運営
設備

9,449 60,064 17,983 3,449
131,388
（6,963)

2,177 224,513 3

 

(注) １．本社建物を賃借しております。賃借料は年間28,417千円であります。

２．営業所建物を賃借しております。賃借料は年間15,618千円であります。

３．機材センターの土地の一部を賃借しております。賃借料は年間62,277千円であります。

４．現在休止中の主要な設備はありません。

５．帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置、工具、器具及び備品、ソフトウエア等であり、建設仮勘定は

含んでおりません。

６．当社はレンタル関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別に記載はしておりません。
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(2) 国内子会社

該当事項はありません。

 
(3) 在外子会社

2025年３月31日現在

会社名
事業所
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額

従業
員数建物

(千円)
構築物
(千円)

機械及び
装置
(千円)

車輛
運搬具
(千円)

工具、
器具及び
備品
(千円)

賃貸資産
(千円)

土地
(千円)
(面積㎡)

その他
(千円)

合計
(千円)

ASNOVA
VIETNAM
CO.,LTD

本社
(ベトナム
国ホーチミ
ン市)

本社設備
及び機材
センター
運営設備

1,349 ― 654 7,751 677 660,746 ― ― 671,179 14

 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

なお、重要な設備の新設は次のとおりであります。

 
(1) 重要な設備の新設

事業所名
(所在地)

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月 完成後の
増加能力
(注)１

総額
(千円)

既支払額
(千円)

着手 完了

機材センター
23店舗

仮設機材 150,000 －
自己資金
借入金

2025年４月 2026年３月 －

機材センター
(福島県本宮市)

舗装外構工事 80,000 －
自己資金
借入金

2025年４月 2025年８月 －

フォーク
リフト

7,400 －
自己資金
借入金

2025年４月 2025年８月 －

 

(注) １．完成後の増加能力については、計数的把握が困難であるため、記載を省略しております。

２．当社グループはレンタル関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別に記載はしておりません。

 
(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 49,276,800

計 49,276,800
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末

現在発行数(株)
(2025年３月31日)

提出日
現在発行数(株)
(2025年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,438,400 12,438,400

東京証券取引所
グロース市場

名古屋証券取引所
ネクスト市場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であ
り、単元株式数は100株であ
ります。

計 12,438,400 12,438,400 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年４月20日
(注)１

177,000 1,539,900 132,714 220,732 132,714 210,732

2023年１月１日
(注)２

1,539,900 3,079,800 ― 220,732 ― 210,732

2023年３月16日
(注)３

4,800 3,084,600 1,480 222,212 1,480 212,212

2023年６月１日
(注)２

3,084,600 6,169,200 ― 222,212 ― 212,212

2023年12月22日
(注)４

50,000 6,219,200 25,264 247,477 25,264 237,477

2024年４月１日
(注)５

6,219,200 12,438,400 ― 247,477 ― 237,477
 

(注) １．有償一般募集　　　　　　　　　　 177,000株

発行価格　　　　 1,630円

資本組入額　　　749.80円

２．株式分割(１：２)によるものであります。

３．新株予約権の行使による増加であります。

４．有償一般募集　　　　　　　　　　　50,000株

発行価格　　　　 1,091円

資本組入額　　　505.28円

５．株式分割(１：２)によるものであります。

 

(5) 【所有者別状況】

 
 2025年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) － 2 11 18 6 7 2,370 2,414 ―

所有株式数
(単元)

－ 67 2,825 53,184 154 36 68,099 124,365 1,900

所有株式数
の割合(％)

－ 0.05 2.27 42.76 0.12 0.03 54.76 100 ―
 

(注)　自己株式548株は、「個人その他」に５単元、「単元未満株式の状況」に48株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

一般社団法人ニチレン 愛知県名古屋市瑞穂区陽明町２丁目20-10 5,132,400 41.26

上田　桂司 愛知県名古屋市瑞穂区 3,975,800 31.97

上田八木短資株式会社 大阪市中央区高麗橋２丁目４－２ 159,000 1.28

グローバル・タイガー・ファン
ド４号投資事業有限責任組合

東京都渋谷区西原２丁目26－３  144,000 1.16

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 109,900 0.88

中村 真一郎 東京都豊島区 105,000 0.84

ＡＳＮＯＶＡ従業員持株会 名古屋市中村区平池町４丁目60－12 94,400 0.76

三菱ＵＦＪｅスマート証券株式
会社

千代田区霞が関３丁目２番５号 72,500 0.58

張　賀楠 横浜市中区 70,400 0.57

株式会社ＳＢＩ証券 港区六本木１丁目６番１号 67,900 0.55

計 ― 9,931,300 79.85
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 ― ―

500

完全議決権株式(その他)
普通株式

124,360

完全議決権株式であり、権利内
容になんら制限のない当社にお
ける標準となる株式でありま
す。
なお、単元株式は100株でありま
す。

12,436,000

単元未満株式
普通株式

― ―
1,900

発行済株式総数 12,438,400 ― ―

総株主の議決権 ― 124,360 ―
 

(注) 単元未満株式の中には、自己株式48株を含んでおります。

 

② 【自己株式等】

    2025年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ASNOVA

愛知県名古屋市中村区
平池町４丁目60－12

500 － 500 0.0

計 ― 500 － 500 0.0
 

 
２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 普通株式
 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 548 － 548 －
 

 
３ 【配当政策】

当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定

した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり１円の中間配当、１円の期末配当決議を予

定しています。この結果、当事業年度の配当性向は34.3％となります。なお、2024年４月１日付で普通株式１株につ

き２株の割合で株式分割を行っております。

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、

市場ニーズに応えるサービス・事業開発体制を強化し、さらには、グローバル戦略の展開を図るために有効投資して

まいりたいと考えております。

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

2024年10月16日
取締役会決議

12 1

2025年６月26日
定時株主総会決議（予定）

12 1
 

(注)2024年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、『「カセツ」の力で、社会に明日の場を創りだす』というパーパス（存在意義）及び『社員のため、

社員の家族のため、顧客のため、株主のために、安心と幸せを提供し、社会性を第一優先とした、独自性、経済

性を追求する企業を目指します。』を経営理念に掲げ、株主をはじめ、お客様、お取引先、地域社会、従業員等

のステークホルダーと良好な関係を構築しつつ、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うことにより、当社

の持続的成長および中長期的な企業価値の向上を目指し、コーポレート・ガバナンス体制の確立、強化に取り組

んでまいります。

 
②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の為にはコーポレート・ガバナンスの強化が重要であると

考えており、業務執行に対し、取締役会による監督と監査役による監査の二重のチェック機能を持つ監査役会設

置会社の体制を選択しております。

取締役会は、議長の代表取締役社長 上田桂司と取締役２名(森下哲、加藤大介)、社外取締役１名(梅下翔太郎)

の計４名で構成されており、迅速な意思決定や機動的な業務執行を図るとともに、取締役会の監督機能の一層の

強化を図る為、取締役４名のうち１名を社外取締役としております。取締役会は月１回の定時取締役会のほか、

必要に応じて臨時取締役会を開催することにより、迅速な意思決定を行える体制としております。取締役会は、

法令・定款に定められた事項、経営方針、事業戦略、事業年度計画のほか、経営に関する重要事項の決定と各取

締役の業務執行の状況を監督しております。また、社外取締役は、社外の第三者の視点で取締役会への助言及び

監視を行っております。更に、取締役会には、全ての監査役が出席し、取締役の業務執行状況を監視出来る体制

となっております。

監査役会は、議長の常勤監査役 岩本圭弘と非常勤監査役２名(社外監査役 村木慎吾、社外監査役 村治規行)の

３名で構成され、独立した外部の視点からチェック体制の強化を図る為、監査役３名のうち２名が社外監査役と

なっております。

危機管理委員会は、代表取締役社長が指名した取締役を対策本部長とし、当社及び従業員とその家族が重大な

危機に直面した等の危機発生時に開催します。危機管理委員会を規定した「危機管理規程」では、危機に対応す

る事前の準備、対応方法、事例研究、教育訓練等の定期的な運用は、原則として半期に１回開催される防災委員

会、交通安全委員会、安全衛生委員会及びコンプライアンス委員会で管理することとしております。

コンプライアンス委員会は、代表取締役社長を実施統括責任者とし、代表取締役社長が指名した関係取締役、

本部長及び指名された役職者で構成され、半期に１回ごとに開催しております。コンプライアンス委員会では、

コンプライアンスに係る事項の検討、審議を行い、当社におけるコンプライアンス体制の構築を図っておりま

す。

子会社業務の適正を確保するための体制整備として、子会社責任者へ当社の使用人を派遣し、業務が適正に行

われているか主幹部門である管理本部への定期的な報告を求めるとともに、法令及び定款に適合するための体制

として、当社の「関係会社管理規程」にて子会社も内部監査の対象範囲としております。

 
※当社は2025年６月26日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として「取締役４名選任の件」を提案し

ており、当該議案が承認可決されますと、当社の取締役は4名となります。
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(コーポレート・ガバナンス体制の概要)

 
③　企業統治に関するその他事項

イ．内部統制システムの整備の状況

当社は、会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行規則第100条第１項及び第３項に基づき、取締役の職

務の執行が法令及び定款に適合することを確保する為の体制その他株式会社の業務並びに当社の業務の適正を

確保する為に必要な体制について、2019年７月17日開催の取締役会決議において、内部統制システムの基本方

針を決定し、2024年４月12日開催の取締役会にて一部改訂いたしました。今後も環境の変化に応じて適宜見直

しを行い、より一層の改善・充実を図ってまいります。

 
ａ．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役は、法令及び定款に基づき企業倫理に則り職務を執行するための倫理規範及び行動基準を明確に定

め、これを遵守するとともに、コンプライアンス委員会の運営や内部通報制度の運用等を通して、コンプライ

アンス体制の整備を図るものといたします。

 
ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は、その職務の執行に係る文書等の主要な情報を法令や社内規程に従い適切に保存及び管理するもの

といたします。

 
ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

取締役は、業務の執行に係る個々の損失の危険に応じて社内規程を制定するとともに、従業員教育の実施や

内部通報制度の運用を通してリスク管理体制を整備し、損失の危険を回避・予防するものといたします。

 
ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役は、毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催いたします。なお、「取締役

会規則」、「職務権限規程」、「業務分掌規程」、「稟議規程」を定めることにより、取締役の職務、権限、

責任の明確化を図り、取締役の効率的な職務執行が行われる体制を整備するものといたします。

 
ｅ．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役は、従業員が法令及び定款を遵守し企業倫理に則り職務を執行するための倫理規範及び行動基準を明

確に定めるとともに、コンプライアンス委員会による従業員教育の実施や内部通報制度の運用を通して、コン

プライアンス体制の整備を図るものといたします。
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ｆ．株式会社における業務の適正を確保するための体制

取締役は、全社を対象に内部統制システムの基本方針の周知・遵守を推進するとともに、コンプライアンス

委員会の活動を通して、全社が法令等を遵守し適正に業務を執行する体制を整備するものといたします。

 
ｇ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

取締役は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、これに応じ、取締役から独立し

た専属の従業員を置くものといたします。

 
ｈ．前号の使用人の取締役からの独立性並びにその使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

前号に定める従業員は、業務執行に係る役職を兼務しないとともに、その任命及び解任については、あらか

じめ監査役会の同意を必要とするものといたします。また、任命された従業員に対する指示命令は、監査業務

の範囲内において監査役に帰属するものといたします。

 
ｉ．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として

不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

取締役及び従業員は、監査役会が定めた監査方針に従い、取締役会等の経営上重要な会議に出席する監査役

に対し重要な決裁書類を閲覧に供するとともに、業務及び財産の状況を報告するほか、監査役の要請に応じて

調査内容に関する報告を行うものといたします。また、報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として

不利益な扱いを受けることを禁止するものといたします。

 
ｊ．監査役の職務執行について生ずる費用等に関する事項

監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続き、その他の当該職務の執行について生ず

る費用または償還の処理については、当該請求が適正でない場合を除き、円滑に行える体制といたします。

 
ｋ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会は、常勤監査役１名と、当社と利害関係のない社外監査役２名の合計３名で構成され、取締役の職

務執行を監査するものといたします。また、会計監査につきましては、会計監査人との緊密な連携により効率

的な監査を実施するものといたします。

 
ロ．リスク管理体制の整備状況

・コンプライアンス体制及び取組みの状況

当社は、企業価値の持続的向上の為には、全社的なコンプライアンス体制の強化・推進が必要不可欠である

と認識し、「コンプライアンス規程」を制定し、代表取締役社長をコンプライアンス推進の実施統括責任者と

し、研修等必要な諸活動を推進・管理し、その周知徹底と遵守を図っております。

・リスク管理体制及び取組みの状況

当社は、当社及び従業員とその家族が重大な危機に直面したときの対応について定めた「危機管理規程」を

制定し、危機発生時の危機管理委員会による危機への対応等、全社的な危機管理体制の強化を図っておりま

す。危機に対応する事前の準備、対応方法、事例研究、教育訓練等の定期的な運用は、原則として半期に１回

開催される防災委員会、交通安全委員会、安全衛生委員会及びコンプライアンス委員会で管理しており、各種

委員会を通じ、リスクの評価、対策等、広範なリスク管理に関し協議を行い、具体的な対応を検討しておりま

す。更に、地震、火災等の災害に対処する為、「防災管理規程」の制定及び緊急連絡網の整備を行い、不測の

事態に備えております。

また、必要に応じて弁護士、公認会計士、弁理士、税理士、社会保険労務士等の外部専門家の助言を受けら

れる体制を整えており、リスクの未然防止と早期発見に努めております。

なお、当社の内部監査部署である内部監査室が、リスク管理体制全般の適切性、有効性を検証しておりま

す。
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・情報セキュリティ体制及び取組みの状況

当社は、業務上取り扱う顧客等の情報及び当社の企業情報を各種漏洩リスクから守る為、「情報管理規程」

を定め、情報管理責任者及び情報セキュリティ管理者を中心に情報のセキュリティレベルを設け、それぞれの

レベルに応じたアクセス権限を設けて管理しております。また、個人情報保護法に対応する為、当社で保存す

る個人情報について「個人情報管理規程」を定め、個人情報の適正な保護を図っております。

・内部通報制度

当社は、「内部通報規程」を制定し、法令違反その他のコンプライアンスに関する社内相談・報告体制を整

備しております。更に、社員が社内での相談・解決が難しいと判断した場合の為に、内部通報の外部窓口を設

置しており、内部通報をしやすい環境を整備しております。

 
ハ．責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項に基づき、業務執行取締役等ではない取締役及び監査役との間において、会社

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額

は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該業務執行取締役等でない取

締役及び監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

ニ．取締役に関する事項

・取締役の員数

当社の取締役は、７名以内とする旨を定款で定めております。

・取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款で定めております。

 
ホ．株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的として、会社法第309条第２項の定めによる株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨を定款で定め

ております。

 
ヘ．自己株式取得の決定機関

当社は、資本効率向上と経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行のため、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

 
ト．中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを可能とするため、会社法第454条第５項の規定により、取締

役会決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当ができる旨を定款に定めております。

 
チ．役員等賠償責任保険

当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険(Ｄ＆Ｏ保険)契約を締結

しております。被保険者は、当社の取締役及び監査役です。当該保険契約では、役員等がその職務の執行に関

し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害について填補する契約

です。但し、法令違反等の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、

一定の免責事由があります。次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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リ．指名・報酬委員会

当社は、取締役の選解任並びに役員報酬の審議を行う会社法によらない任意の指名・報酬委員会を、2023年

１月19日開催の取締役会決議により設置しております。任意の指名・報酬委員会は代表取締役社長が委員長を

務め、社外取締役１名及び社外監査役２名の計４名で構成されています。当社の取締役候補者の指名は、代表

取締役社長の推薦を受け、任意の指名・報酬委員会で審議され提案された内容に基づき、取締役会で決定され

ます。また、当社の取締役の個人別の役員報酬については、「取締役の報酬等の内容に係る決定方針」を基本

とし、任意の指名・報酬委員会が提案し、取締役会にて決議いたします。これにより取締役指名及び個人別の

役員報酬の決定に関する手続の透明性と客観性を高め、コーポレート・ガバナンス機能の更なる充実とグルー

プ全体の健全な発展に寄与するものと考えています。

 
　当事業年度における活動状況は以下の通りです。

役職名 氏名 出席率(出席回数／開催回数)

代表取締役社長 上田桂司 100％(４回／４回)

社外取締役 梅下翔太郎 100％(４回／４回)

社外監査役 村木慎吾 100％(４回／４回)

社外監査役 村治規行 100％(４回／４回)
 

　当事業年度は任意の指名・報酬委員会を４回開催しました。

　当事業年度における任意の指名・報酬委員会の主な検討事項としては、以下の通りです。

　・他役員候補者の選任　・取締役の報酬　・委員長の選定

 
④　取締役会の活動状況

　取締役会は、月次で開催される他、必要に応じて随時開催しております。

 
当事業年度における活動状況は次の通りです。

役職名 氏名 出席率(出席回数／開催回数)

代表取締役社長 上田桂司 100％(17回／17回)

取締役 加藤大介 100％(17回／17回)

取締役 森下哲 100％(17回／17回)

社外取締役 梅下翔太郎 100％(17回／17回)

常勤監査役 岩本圭弘 100％(17回／17回)

社外監査役 村木慎吾 100％(17回／17回)

社外監査役 村治規行 100％(17回／17回)
 

当事業年度は定時取締役会を12回、取締役会決議があったものとみなす書面決議を含む臨時取締役会を５回開

催しました。

当事業年度における取締役会の主な検討事項としては、以下のとおりです。

・決議事項　59件：株主総会に関する件、株式に関する件、配当に関する件、取締役の報酬に関する件、役員等

賠償責任保険に関する件、監査法人に関する件、予算・決算・事業計画に関する件、資金に

関する件、規程の制定及び改訂に関する事項、子会社に関する件、人事・組織に関する件

・報告事項　27件：月次決算の報告、取締役による職務執行に関する報告、監査報告
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

a.2025年６月25日現在の当社役員の状況は、以下のとおりであります。

　　　男性　7名　女性　－名　(役員のうち女性の比率－％)

 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

社長
上田桂司 1975年７月３日生

1999年４月 株式会社三栄コーポレーション入

社

1999年９月 上田建機株式会社入社

2007年４月 同社専務取締役

2013年12月 当社設立　代表取締役社長就任

(現任)

(注)３ 3,975,800

取締役

管理本部長
加藤大介 1984年11月11日生

2007年４月 ガステックサービス株式会社(現

サーラエナジー株式会社)入社

2010年４月 株式会社プロトコーポレーション

入社

2017年９月 株式会社XO(現モノ・ループ株式

会社)入社

2018年８月 株式会社コプロ・ホールディング

ス入社

2020年10月 当社　管理本部理事

2020年11月 当社　取締役就任

2021年２月 当社　取締役管理本部長就任(現

任)

(注)３ 4,000

取締役

仮設事業本部長
森下哲 1974年10月11日生

1997年４月 株式会社三共入社

2017年４月 当社　営業部長

2021年６月 当社　取締役仮設事業本部長就任

(現任)

(注)３ 7,200

取締役 梅下翔太郎 1985年８月６日生

2008年12月 新日本有限責任監査法人(現EY新

日本有限責任監査法人)入所

2012年10月 公認会計士登録

2017年１月 セレンディップ・コンサルティン

グ株式会社(現セレンディップ・

ホールディングス株式会社)入社

2017年３月 株式会社協立製作所 取締役就任

2018年８月 三井屋工業株式会社 取締役専務

執行役員就任

2019年６月 当社社外取締役就任(現任)

2020年12月 株式会社アペックス 取締役就任

2023年３月 セレンディップ・フィナンシャル

サービス株式会社 取締役(現任)

2023年４月 セレンディップ・ホールディング

ス株式会社 インベストメント担

当　執行役員(現任)

2023年６月 白金鍍金工業株式会社　取締役就

任（現任）

2024年12月 三河鉱産株式会社取締役就任（現

任）

2025年５月 株式会社T.K.R代表取締役就任

（現任）

(注)３ ―

常勤監査役 岩本圭弘 1958年８月12日生

1981年４月 三鶴航空サービス株式会社入社

1982年６月 ミサワホーム55株式会社(現ミサ

ワホーム株式会社)入社

1990年１月 株式会社コスモエイティ入社

1994年３月 株式会社ビケ(現株式会社ダイサ

ン)入社

2015年11月 株式会社ハマックス入社

2016年７月 当社入社

2018年６月 常勤監査役就任(現任)

(注)４ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 村木慎吾 1980年11月21日生

2003年３月 税理士法人ゆびすい入所

2005年５月 近畿税理士会登録

2005年10月 税理士法人トーマツ(現デロイト

トーマツ税理士法人)入所

2009年７月 村木税理士事務所開設代表就任

(現任)

2010年６月 株式会社バイオアッセイ 社外監

査役就任

2010年12月 SANWA・TRANS・NET株式会社　社

外監査役就任(現任)

2012年４月 一般社団法人taxable設立代表理

事就任(現任)

2012年６月 株式会社パイオン 社外監査役就

任

2013年６月 株式会社アテクト 社外監査役就

任

2016年４月 株式会社ひらく 取締役就任

2017年２月 株式会社ゴトウ洋服店 監査役就

任(現任)

2018年６月 当社監査役就任(現任)

2018年７月 株式会社GOTOH 監査役就任(現任)

2018年12月 株式会社シューズセレクション

取締役就任

2020年３月 株式会社マーグラ 取締役就任

(現任)

2020年４月 有限会社Weeds Racing 取締役

就任(現任)

2022年２月 株式会社Sky Recruiting

Solutions 代表取締役就任

2022年９月 小池イマテクス株式会社 監査役
就任（現任）

(注)４ ―

監査役 村治規行 1975年４月25日生

2003年10月 大阪弁護士会登録

2006年９月 中華人民共和国留学の為，大阪弁

護士会登録抹消

2008年８月 大阪弁護士会再登録Ｍ＆Ｉ法律事

務所参画 共同代表就任

2012年３月 財団法人吹田市国際交流協会

(現公益財団法人吹田市国際交流

協会)理事

2012年４月 龍谷大学法科大学院　非常勤講師

2014年６月 大阪府河内長野市　代表監査委員

(現任)

2019年６月 当社監査役就任(現任)

2023年７月 大阪府後期高齢者医療広域連合　

監査委員(現任）

2025年１月 奏和法律事務所参画 パートナー

弁護士就任（現任）

(注)４ ―

計 3,987,000
 

(注) １．取締役梅下翔太郎は、社外取締役であります。

２．監査役村木慎吾および村治規行は、社外監査役であります。

３．2024年６月26日開催の定時株主総会終結の時から、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結のときまでであります。

４．2023年６月28日開催の定時株主総会終結の時から、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結のときまでであります。
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b.2025年６月26日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役４名選任の件」を提案しており、

当該議案が承認可決されますと、当社役員の状況は以下のとおりとなる予定です。

なお、役員の役職等につきましては、当該定時株主総会の直後に開催が予定される取締役会の決議事項の内容

（役職等）を含めて記載しております。

　男性　7名　女性　－名　(役員のうち女性の比率－％)

 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

社長
上田桂司 1975年７月３日生

1999年４月 株式会社三栄コーポレーション入

社

1999年９月 上田建機株式会社入社

2007年４月 同社専務取締役

2013年12月 当社設立　代表取締役社長就任

(現任)

(注)３ 3,975,800

取締役

管理本部長
加藤大介 1984年11月11日生

2007年４月 ガステックサービス株式会社(現

サーラエナジー株式会社)入社

2010年４月 株式会社プロトコーポレーション

入社

2017年９月 株式会社XO(現モノ・ループ株式

会社)入社

2018年８月 株式会社コプロ・ホールディング

ス入社

2020年10月 当社　管理本部理事

2020年11月 当社　取締役就任

2021年２月 当社　取締役管理本部長就任(現

任)

(注)３ 4,000

取締役

仮設事業本部長
森下哲 1974年10月11日生

1997年４月 株式会社三共入社

2017年４月 当社　営業部長

2021年６月 当社　取締役仮設事業本部長就任

(現任)

(注)３ 7,200

取締役 梅下翔太郎 1985年８月６日生

2008年12月 新日本有限責任監査法人(現EY新

日本有限責任監査法人)入所

2012年10月 公認会計士登録

2017年１月 セレンディップ・コンサルティン

グ株式会社(現セレンディップ・

ホールディングス株式会社)入社

2017年３月 株式会社協立製作所 取締役就任

2018年８月 三井屋工業株式会社 取締役専務

執行役員就任

2019年６月 当社社外取締役就任(現任)

2020年12月 株式会社アペックス 取締役就任

2023年３月 セレンディップ・フィナンシャル

サービス株式会社 取締役(現任)

2023年４月 セレンディップ・ホールディング

ス株式会社 インベストメント担

当　執行役員(現任)

2023年６月 白金鍍金工業株式会社　取締役就

任（現任）

2024年12月 三河鉱産株式会社取締役就任（現

任）

2025年５月 株式会社T.K.R代表取締役就任

（現任）

(注)３ ―

常勤監査役 岩本圭弘 1958年８月12日生

1981年４月 三鶴航空サービス株式会社入社

1982年６月 ミサワホーム55株式会社(現ミサ

ワホーム株式会社)入社

1990年１月 株式会社コスモエイティ入社

1994年３月 株式会社ビケ(現株式会社ダイサ

ン)入社

2015年11月 株式会社ハマックス入社

2016年７月 当社入社

2018年６月 常勤監査役就任(現任)

(注)４ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 村木慎吾 1980年11月21日生

2003年３月 税理士法人ゆびすい入所

2005年５月 近畿税理士会登録

2005年10月 税理士法人トーマツ(現デロイト

トーマツ税理士法人)入所

2009年７月 村木税理士事務所開設代表就任

(現任)

2010年６月 株式会社バイオアッセイ 社外監

査役就任

2010年12月 SANWA・TRANS・NET株式会社　社

外監査役就任(現任)

2012年４月 一般社団法人taxable設立代表理

事就任(現任)

2012年６月 株式会社パイオン 社外監査役就

任

2013年６月 株式会社アテクト 社外監査役就

任

2016年４月 株式会社ひらく 取締役就任

2017年２月 株式会社ゴトウ洋服店 監査役就

任(現任)

2018年６月 当社監査役就任(現任)

2018年７月 株式会社GOTOH 監査役就任(現任)

2018年12月 株式会社シューズセレクション

取締役就任

2020年３月 株式会社マーグラ 取締役就任

(現任)

2020年４月 有限会社Weeds Racing 取締役

就任(現任)

2022年２月 株式会社Sky Recruiting

Solutions 代表取締役就任

2022年９月 小池イマテクス株式会社 監査役
就任（現任）

(注)４ ―

監査役 村治規行 1975年４月25日生

2003年10月 大阪弁護士会登録

2006年９月 中華人民共和国留学の為，大阪弁

護士会登録抹消

2008年８月 大阪弁護士会再登録Ｍ＆Ｉ法律事

務所参画 共同代表就任

2012年３月 財団法人吹田市国際交流協会

(現公益財団法人吹田市国際交流

協会)理事

2012年４月 龍谷大学法科大学院　非常勤講師

2014年６月 大阪府河内長野市　代表監査委員

(現任)

2019年６月 当社監査役就任(現任)

2023年７月 大阪府後期高齢者医療広域連合　

監査委員(現任）

2025年１月 奏和法律事務所参画 パートナー

弁護士就任（現任）

(注)４ ―

計 3,987,000
 

(注) １．取締役梅下翔太郎は、社外取締役であります。

２．監査役村木慎吾および村治規行は、社外監査役であります。

３．2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結のときまでであります。

４．2023年６月28日開催の定時株主総会終結の時から、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結のときまでであります。
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②　社外役員の状況

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

社外取締役梅下翔太郎氏とは、過去にセレンディップ・コンサルティング株式会社(現セレンディップ・ホール

ディングス株式会社)とコンサルティング契約を行う中、コンサルタントとして当社に関与していただいておりま

した。同氏は、経営に関する広い見識をもとに有用な情報提供をいただいてきたことに加え、他社においても取

締役を務めていることも鑑み、経営の監督役として適任と判断し、社外取締役の就任を打診したところ、快諾を

得たため社外取締役に就任いたしました。当社との人的関係、資本的関係、および取引関係その他の利害関係に

ついて影響を受ける事項はないと判断しており、当社の企業統治において期待される機能および役割を十分に果

たしていると判断しております。また、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たし、一般株主と

の間で利益相反の生じるおそれがないと判断したことから、独立役員に指定しております。

社外監査役村木慎吾氏とは、過去に顧問税理士として当社と取引関係にありました。同氏は村木税理士事務所

の代表者であり、会計・税務に関して幅広い見識を有しており、当該分野において経営の監督役として期待でき

ることから、社外監査役の就任を打診したところ、快諾を得たため社外監査役に就任いたしました。当社との人

的関係、資本的関係、および取引関係その他の利害関係について影響を受ける事項はないと判断しており、当社

の企業統治において期待される機能および役割を十分に果たしていると判断しております。また、株式会社東京

証券取引所が定める独立役員の要件を満たし、一般株主との間で利益相反の生じるおそれがないと判断したこと

から、独立役員に指定しております。

社外監査役村治規行氏は、非常勤監査役村木慎吾氏からの紹介を受けた者であります。同氏はＭ＆Ｉ法律事務

所の共同代表者（当時）であり、会社法や外国人労働の法律に対し見識が深く、法律的な見地からコンプライア

ンス面の監督役として期待できることから、社外監査役の就任を打診したところ、快諾を得たため社外監査役に

就任いたしました。当社との人的関係、資本的関係、および取引関係その他の利害関係について影響を受ける事

項はないと判断しており、当社の企業統治において期待される機能および役割を十分に果たしていると判断して

おります。また、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たし、一般株主との間で利益相反の生じ

るおそれがないと判断したことから、独立役員に指定しております。

当社は、社外取締役または社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針を明確に定めたものは

ありませんが、選任にあたっては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員と

して職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを前提に判断しております。

 
③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役及び社外監査役は取締役会に出席し、会計監査や内部統制に関する事項について適宜報告を受け、

中立的・専門的な観点から意見を述べております。また、社外監査役は監査役会における監査役間での情報・意

見交換、内部監査室及び会計監査人との連携により、監査の有効性及び効率性を高めております。
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(3) 【監査の状況】

①　監査役監査の状況

監査役監査につきましては、３名の監査役が取締役会に出席し、取締役の業務執行を監視できる体制をとって

おります。「４　コーポレート・ガバナンスの状況等　(2) 役員の状況　②　社外役員の状況」に記載の通り、

財務及び会計に関して知見を有する監査役としては、社外監査役の村木慎吾が該当しております。

なお、監査の実施方法については、以下の通りであります。

ａ．立案

監査役会は前事業年度の監査実績、繰越し案件等を勘案して翌事業年度の監査基本計画を策定します。

定時株主総会の終了後に監査役会を招集し、監査計画案について協議・修正・承認し監査計画が確定しま

す。監査の過程において問題点等が発見されたこと等により監査計画の見直しが必要になった場合は、原則と

して定例監査役会でその後の計画の修正を行います。

ｂ．実施

監査役会の承認のもとに確定した監査計画に沿って監査実施日の７日前までには被監査部署等に文書又は口

頭で予告し、必要書類等の準備を依頼した後に実施します。但し、その目的によっては予告せずに監査に着手

する場合もあります。

監査の過程における聴取、調査、見聞等から計画外に早急に対処すべき問題点等が発見された場合は、その

重要性、緊急性を判断して必要と認められれば臨時監査役会を招集します。

ｃ．報告等

監査役はそれぞれの職務分担に応じて実施した監査について、定例監査役会においてその内容、結果を報告

し、他の監査役の意見を求め協議します。協同して実施した監査については意見を交換し共通の認識・判断の

醸成を図ります。

また、取締役に対し早急に勧告或いは意見具申が必要と認められる事実については遅滞なく勧告等を行い是

正、改善を求めております。

当社は、当事業年度において監査役会を15回開催しており、個々の監査役の出席状況については、次の通り

であります。

 
氏名 属性 開催回数 出席回数

岩本　圭弘 監査役　常勤 15回 15回

村木　慎吾 社外監査役　非常勤 15回 15回

村治　規行 社外監査役　非常勤 15回 15回
 

監査役会においては、監査方針、監査計画、監査報告及び業務分担、会計監査人の選解任、監査の方法及び

結果の相当性、並びに当社及び子会社の内部監査結果等を確認・検討しております。また、常勤監査役の活動

としましては、監査役会が定めた監査方針、業務分担等に従い、取締役会、コンプライアンス委員会等の各種

委員会等の重要会議へ出席するとともに、重要な決裁書類等の閲覧、当拠点への往査を通じて業務及び財産の

状況を調査・確認いたしました。加えて内部監査室や財務報告を担う経理部門の担当者と個別面談等により、

監査の環境の整備に努めるとともに、連携を密にしてその実効性の向上を図りました。
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②　内部監査の状況

当事業年度では内部監査室を設置し、内部監査担当者１名に内部監査を専任させ独立性を高めております。

内部監査は、当社の制度、組織、業務活動等の適正性、有効性及び効率性、コンプライアンスへの適合性等を

検証し、改善のための提言又は是正のための勧告を行い、資産の保全、経営効率及び財務報告の信頼性の向上、

企業価値の増大、健全かつ継続的な発展等の実現に貢献することを目的とし、当社のすべての部署を監査対象に

全部署を年１回往査するようにスケジュール化した上で、内部管理体制確立の観点より、①社内規程、マニュア

ル等の遵守状況、②業務の有効性、効率性の検証、③コンプライアンス(法令遵守)の徹底状況を重点監査項目と

して設定し、監査を実施しております。

内部監査の手続

ａ．監査計画書の作成

内部監査担当は、毎事業年度末までに翌事業年度の年度監査計画書(監査方針、監査対象部門、監査予定

日、監査担当者及びその他必要事項)を作成し、代表取締役社長の承認を得ます。

 
ｂ．被監査部門への通知

内部監査担当は、被監査部門の責任者に対し、原則として監査予定日の３日前までに、書面或いは口頭に

て通知します。

 
ｃ．監査の方法

監査は、質問、書面監査もしくは実地監査によって行います。

 
ｄ．監査の講評

内部監査担当は、監査終了後、その結果について被監査部門と意見交換を行います。

 
ｅ．監査報告書の作成

内部監査担当は、速やかに監査報告書を作成し、内部監査室長を経由して代表取締役社長に提出します。

 
ｆ．監査結果の通知

代表取締役社長は、内部監査報告書を踏まえて、内部監査室長を経由し被監査部門長に改善指示を出しま

す。

 
ｇ．改善状況の報告

被監査部門長は、改善指示事項に対し、その改善実施状況を所定の回答書に記載のうえ、内部監査室長を

経由して代表取締役社長に提出します。

 
ｈ．改善状況のチェック

内部監査担当は、回答書に記載されている改善実施状況についてチェックします。

 
なお、内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係について

は、「４　コーポレート・ガバナンスの状況等　(2) 役員の状況　③　社外取締役又は社外監査役による監督又

は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係」に記載の通りでありま

す。

 
内部監査の実効性を確保するための取組

当連結会計年度において、独立した機関として設立した内部監査室の責任者である内部監査室長が、取締役会

へ報告者として出席し取締役に対し直接報告を行える機会を月に一度設けております。また、監査役及び監査法

人と四半期毎に行う三様監査において、監査役に対し直接報告を行える機会を設けております。
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③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ

 
ｂ．継続監査期間

６年

 
ｃ．業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員 業務執行社員　北岡宏仁

指定有限責任社員 業務執行社員　後藤泰彦

 
ｄ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士９名、その他11名であります。

 
ｅ．監査法人の選定方針と理由

当社は監査法人の選定方針に関する基準または方針を明確に定めたものはありませんが、選定にあたって

は、会計監査人の監査活動実績、能力(専門性)、組織及び体制、監査の品質、独立性を評価し、当該会計監査

人の選定について判断を行っております。

 
ｆ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

監査役会は、四半期ごとに会計監査人との意見交換の場を設け、会計に関する事項はもちろん幅広く諸事項

について会計監査人の意見を聴取するとともに必要に応じて意見の調整を図り、緊密な連携関係が構築できて

いると評価しております。

 
④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬(千円)

非監査業務に基づく
報酬(千円)

監査証明業務に基づく
報酬(千円)

非監査業務に基づく
報酬(千円)

提出会社 23,000 2,000 24,000 －

連結子会社 － － － －

計 23,000 2,000 24,000 －
 

当社における非監査業務の内容は、前連結会計年度はコンフォート・レター業務であります。

 
ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(a.を除く)

該当事項はありません。

 
ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 
ｄ．監査報酬の決定方針

監査公認会計士等に対する報酬の額の決定方針は定めておりませんが、監査対象範囲、監査工数、監査人員

等の見積等を勘案して決定しております。

 
ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

取締役会が提案した会計監査人に対する報酬に対して、当社の監査役会が会社法第399条第１項の同意をした

のは、監査対象範囲、監査工数、監査人員等の見積等を勘案して妥当であると判断したためであります。
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(4) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は、2019年６月24日開催の第６期定時株主総会

において取締役の報酬額を年額200,000千円以内(ただし、使用人分給与は含まない。)、監査役の報酬額を年額

50,000千円以内と決議しております。なお、当該株主総会決議終結時点の取締役員数は３名（うち、社外取締役

０名）、監査役は２名となっており、また、提出日現在において、これらの支給枠に基づく報酬等の支給対象と

なる役員は、取締役４名、監査役３名であります。

役員区分ごとの報酬等の額に関する考え方及び算定方法の決定に関する事項は、以下のとおりです。

 
(1)　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

(a)　基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するように報酬額を

決定するものとし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針と

しております。

具体的には、取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬を支給するものとしております。

(b)　基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の

水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとしております。

(c)　金銭報酬の額の取締役の個人別の報酬の金額の決定に関する方針

取締役の報酬については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする

報酬水準を踏まえ、任意の指名・報酬委員会に原案を諮問して得た答申に従い、取締役会において決定しており

ます。

(2)　当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

取締役の個人別の報酬等の決定に当たっては、任意の指名・報酬委員会が決定方針との整合性を含めた多角的

な検討を行い報酬原案を作成し、取締役会において原案を審議し、決定しております。よって当該方針に沿うも

のであると判断しております。

 
なお、任意の指名・報酬委員会は、代表取締役社長である上田桂司を委員長とし、独立社外取締役である梅下

翔太郎、独立社外監査役である村木慎吾及び村治規行の計４名で構成されております。なお、当事業年度におけ

る当社の役員の報酬等の額の決定過程における指名・報酬委員会の活動は、2024年５月14日開催の指名・報酬委

員会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針の決定及び取締役会に付議する取締役の

個人別の報酬等の内容の立案を行いました。

 
(監査役)

監査役の報酬等の額は、常勤監査役と非常勤監査役の別、社内監査役と社外監査役の別、業務の分担等を勘案

し、監査役の協議により決定しております。なお、監査役につきましては、独立性の確保の観点から、固定報酬

のみとしております。当事業年度におきましては、2024年６月26日開催の監査役会にて協議により決議しており

ます。

 
②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(人)固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金
左記のうち、
非金銭報酬等

取締役
(社外取締役を除く)

51,240 51,240 － － － 3

監査役
(社外監査役を除く)

5,400 5,400 － － － 1

社外役員 12,000 12,000 － － － 3
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的の株式及び純投資目的以外の目的の株式のいずれも保有しておりません。

 
②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づい

て作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2024年４月１日から2025年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2024年４月１日から2025年３月31日まで)の財務諸表について、有限責任監査法人

トーマツにより監査を受けております。

 
３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応すべく、社内規程や手順書を整備・運用しているほか、監査

法人等が主催するセミナーへの参加及び財務会計の専門書の定期購読を行っております。

 

EDINET提出書類

株式会社ＡＳＮＯＶＡ(E35797)

有価証券報告書

43/97



１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 937,900 3,182,773

  受取手形 67,101 22,284

  売掛金 556,402 618,027

  商品 50,705 143,558

  その他 180,595 220,221

  貸倒引当金 － △205

  流動資産合計 1,792,705 4,186,659

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 488,839 595,855

   機械装置及び運搬具（純額） 81,028 115,851

   賃貸資産（純額） 4,654,998 5,088,909

   土地 ※１  2,122,070 ※１  2,698,897

   その他 57,906 20,654

   有形固定資産合計 ※２  7,404,843 ※２  8,520,167

  無形固定資産   

   その他 60,344 44,374

   無形固定資産合計 60,344 44,374

  投資その他の資産   

   その他 157,378 237,616

   貸倒引当金 △28,919 △29,878

   投資その他の資産合計 128,459 207,738

  固定資産合計 7,593,647 8,772,280

 資産合計 9,386,352 12,958,939
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 92,258 53,978

  短期借入金 ※１,※３  800,000 ※１,※３  2,200,000

  １年内返済予定の長期借入金 ※１  1,462,261 ※１  2,091,058

  未払法人税等 124,663 51,253

  その他 256,718 234,761

  流動負債合計 2,735,901 4,631,051

 固定負債   

  長期借入金 ※１  3,579,713 ※１  5,308,718

  その他 43,332 40,098

  固定負債合計 3,623,045 5,348,816

 負債合計 6,358,946 9,979,868

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 247,477 247,477

  資本剰余金 466,128 466,128

  利益剰余金 2,324,862 2,275,221

  自己株式 △126 △126

  株主資本合計 3,038,342 2,988,701

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 △10,936 △9,629

  その他の包括利益累計額合計 △10,936 △9,629

 純資産合計 3,027,405 2,979,071

負債純資産合計 9,386,352 12,958,939
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 ※１  3,785,574 ※１  4,266,335

売上原価 2,648,747 3,258,591

売上総利益 1,136,827 1,007,744

販売費及び一般管理費 ※２  787,207 ※２  958,974

営業利益 349,619 48,769

営業外収益   

 為替差益 － 6,202

 受取保険金 － 22,081

 足場資材売却益 － 8,805

 スクラップ売却益 4,191 9,161

 その他 7,459 7,419

 営業外収益合計 11,651 53,669

営業外費用   

 支払利息 19,068 46,731

 為替差損 4,026 －

 株式交付費 9,365 －

 固定資産除却損 587 9,198

 その他 3,901 969

 営業外費用合計 36,949 56,899

経常利益 324,320 45,540

特別利益   

 事業譲渡益 － 41,576

 特別利益合計 － 41,576

特別損失   

 減損損失 － ※３  16,251

 特別損失合計 － 16,251

税金等調整前当期純利益 324,320 70,866

法人税、住民税及び事業税 140,763 113,692

法人税等調整額 △26,571 △18,060

法人税等合計 114,191 95,631

当期純利益又は当期純損失（△） 210,129 △24,765

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失（△）

210,129 △24,765
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） 210,129 △24,765

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 1,592 1,306

 その他の包括利益合計 ※  1,592 ※  1,306

包括利益 211,721 △23,458

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 211,721 △23,458

 非支配株主に係る包括利益 － －
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 222,212 440,863 2,139,409 △126 2,802,360

当期変動額      

新株の発行 25,264 25,264   50,528

剰余金の配当   △24,675  △24,675

親会社株主に帰属する

当期純利益
  210,129  210,129

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 25,264 25,264 185,453 － 235,981

当期末残高 247,477 466,128 2,324,862 △126 3,038,342
 

 

 

その他の包括利益累計額

純資産合計為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 △12,528 △12,528 2,789,831

当期変動額    

新株の発行   50,528

剰余金の配当   △24,675

親会社株主に帰属する

当期純利益
  210,129

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
1,592 1,592 1,592

当期変動額合計 1,592 1,592 237,573

当期末残高 △10,936 △10,936 3,027,405
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当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 247,477 466,128 2,324,862 △126 3,038,342

当期変動額      

新株の発行     －

剰余金の配当   △24,875  △24,875

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
  △24,765  △24,765

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － － △49,641 － △49,641

当期末残高 247,477 466,128 2,275,221 △126 2,988,701
 

 

 

その他の包括利益累計額

純資産合計為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 △10,936 △10,936 3,027,405

当期変動額    

新株の発行   －

剰余金の配当   △24,875

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
  △24,765

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
1,306 1,306 1,306

当期変動額合計 1,306 1,306 △48,334

当期末残高 △9,629 △9,629 2,979,071
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 324,320 70,866

 減価償却費 1,506,696 1,817,685

 減損損失 － 16,251

 賞与引当金の増減額（△は減少） 14,451 261

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 97 1,164

 支払利息 19,068 46,731

 足場資材売却益 － △8,805

 事業譲渡損益（△は益） － △41,576

 売上債権の増減額（△は増加） △149,419 △17,904

 棚卸資産の増減額（△は増加） △25,595 △80,782

 仕入債務の増減額（△は減少） △8,126 20,302

 その他 73,406 △115,604

 小計 1,754,900 1,708,588

 利息及び配当金の受取額 73 340

 利息の支払額 △17,417 △39,922

 法人税等の支払額 △16,099 △187,102

 法人税等の還付額 9,010 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,730,467 1,481,905

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △3,107,787 △2,983,199

 有形固定資産の売却による収入 16,566 8,805

 無形固定資産の取得による支出 △8,070 △10,075

 事業譲渡による収入 － 41,576

 その他 △9,919 △19,482

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,109,210 △2,962,375

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） － 1,400,000

 長期借入れによる収入 3,060,000 4,200,000

 長期借入金の返済による支出 △1,433,797 △1,842,198

 株式の発行による収入 50,528 －

 配当金の支払額 △24,675 △24,875

 その他 △16,828 △8,890

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,635,227 3,724,035

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,592 1,306

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 258,076 2,244,872

現金及び現金同等物の期首残高 679,824 937,900

現金及び現金同等物の期末残高 ※  937,900 ※  3,182,773
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名前

①　連結子会社の数

1社

②　連結子会社の名称

ASNOVA VIETNAM CO.,LTD

 

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は12月31日であり、連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を作成し、連結決

算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　棚卸資産

商品

総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用してお

ります。

 

(2) 減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備・構築物及び賃貸資産については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　３～50年

構築物　８～45年

機械及び装置　２～17年

車両運搬具　２～６年

賃貸資産　５年

②　無形固定資産(リース資産を除く)

・自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

・その他の無形固定資産

定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

 

(4) 収益及び費用の計上基準

以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における個別の履行義務へ配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 

顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常

の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。

①　レンタルサービスに係る収益

主に仮設機材のレンタルであり、顧客との取引基本契約に基づいた「レンタル部材発注書」により、レンタル

サービスを提供する履行義務を負っております。当該発注書によるレンタル契約は、部材を引き渡した際に履行

義務の充足が開始し、部材の引き取り日まで時間の経過とともに履行義務を充足する取引であり、履行義務の充

足の進捗度に応じて収益を認識しております。

取引の対価は履行義務の充足後、概ね３ヶ月以内に回収しており、重要な金融要素は含まれておりません。

②　商品の販売に係る収益

主に仮設機材の販売であり、顧客との売買取引基本契約に基づいた「注文書　兼　注文請書」により、商品を

引き渡す一時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識

しております。一つの契約に含まれる複数の履行義務を個別に履行していく場合においては、一時点で充足され

る履行義務として、当該承認に対する支配を顧客が獲得することにより履行義務が充足されると判断し、引渡時

点で収益を認識しております。

取引の対価は履行義務の充足後、概ね３ヶ月以内に回収しており、重要な金融要素は含まれておりません。

 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

連結子会社等の資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

 

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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(重要な会計上の見積り)

固定資産の減損損失

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した額

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

減損損失 ― 16,251

有形固定資産 7,404,843 8,520,167

減損の兆候が識別された有形固定資産 982,497 2,557,476
 

 
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 算出方法

当社及び連結子会社は、固定資産の減損に係る回収可能性の評価にあたり、主に管理会計上の事業所区分及び

賃貸物件をグルーピングの単位として資産のグルーピングを行った上で、収益性が著しく低下した資産グループ

について、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減損し当該減少額を減損損失として計上しています。ただ

し、将来の使用が見込まれない遊休資産などは、個別に判定しております。なお、機材センター開設の際には、

一定の収益獲得を前提としたプレミアム部分を上乗せした額で土地を取得するケースも多くあるため、一部の機

材センターについては業績に関わらず毎期減損の兆候を認識しております。当連結会計年度に事業譲渡を実施し

ました敦賀工事センターに係る固定資産については、賃貸物件として用途変更したことに伴い帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。なお、当該回収可能額は正味売

却価額により測定しており、不動産鑑定評価等合理的に算定された金額から処分見込費用を控除して算定してお

ります。

② 見積りに用いた主要な仮定

割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、事業所区分別及び賃貸物件の将来計画に基づいております。事業

所区分別の売上高及び収益の予測は事業展開を行っている市場の需要見通しを基礎として算出しております。正

味売却価額は、不動産鑑定評価額等を基準にして合理的に算定しております。

③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

翌連結会計年度以降の売上予測の仮定が大きく異なった場合には、翌連結会計年度の減損損失に影響を与える

可能性があります。

 
(会計方針の変更)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。法人税等の計上区分（その他の包括利益に

対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税

効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指

針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、これによる連結財務諸

表への影響はありません。また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べ

る場合の連結財務諸表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度

の期首から適用しております。
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(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員

会）　等

 

(1) 概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全ての

リースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検

討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての

定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号

の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されまし

た。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナン

ス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減

価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2) 適用予定日

2028年３月期の期首から適用予定であります。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点では評価中であり

ます。

 
(表示方法の変更)

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度において、独立掲記していた「営業外収益」の「受取手数料」及び「売電収入」は金額的重要性

が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。また、前連結会計年度におい

て、「営業外費用」の「その他」に含めていた「固定資産除却損」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年

度より独立掲記しております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」に表示していた「受取手数料」1,800千

円、「売電収入」1,421千円及び「その他」4,238千円は、「営業外収益」の「その他」7,459千円として、「営業外

費用」に表示していた「その他」4,489千円は、「営業外費用」の「固定資産除却損」587千円及び「その他」3,901

千円として、それぞれ組み替えております。
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(連結貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

土地 1,184,492千円 1,011,742千円

計 1,184,492 1,011,742 
 

 
担保付債務は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

短期借入金 300,000千円 300,000千円

１年内返済予定の長期借入金 566,931 924,816 

長期借入金 1,467,075 2,628,931 

計 2,334,006 3,853,747 
 

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 7,865,725千円 9,448,152千円
 

 
減損損失累計額は、減価償却累計額に含めて表示しております。

 
※３　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

当座貸越極度額の総額 1,000,000千円 2,300,000千円

借入実行残高 800,000 2,200,000 

差引額 200,000 100,000 
 

 
(連結損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項　(収益認識関係)　１．顧客との契約から生じる収益を分

解した情報」に記載しております。

 
※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

給料手当及び賞与 207,308千円 225,478千円

賞与引当金繰入額 36,968千円 45,927千円

貸倒引当金繰入額 472千円 1,781千円

減価償却費 32,516千円 36,751千円

支払手数料 98,237千円 224,745千円
 

 
※３　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
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場所等 用途 種類 減損損失（千円）

福井県敦賀市 賃貸物件 土地及び建物等 16,251
 

当社グループは、管理会計上の事業所区分及び賃貸物件をグルーピングの単位として資産のグルーピングを行っ

た上で、収益性が著しく低下した資産グループについて、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減

少額を減損損失として計上しています。当連結会計年度に事業譲渡を実施しました敦賀工事センターに係る固定資

産については、賃貸物件として用途変更したことに伴い、減損の兆候を認識し、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。なお、当該回収可能額は正味売却価額により測定

しており、不動産鑑定評価等合理的に算定された金額から処分見込費用を控除して算定しております。

 
(連結包括利益計算書関係)

※ その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

為替換算調整勘定：     

当期発生額 1,592千円 1,306千円

組替調整額 － － 

法人税等及び税効果調整前 1,592 1,306 

法人税等及び税効果額 － － 

為替換算調整勘定 1,592 1,306 

その他の包括利益合計 1,592 1,306 
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式　(注)１．２． 3,084,600 3,134,600 － 6,219,200

合計 3,084,600 3,134,600 － 6,219,200

自己株式     

普通株式　(注)３． 137 137 － 274

合計 137 137 － 274
 

(注) １．当社は、2023年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

２．普通株式の発行済株式総数の増加3,134,600株は、株式分割による増加3,084,600株、公募増資による増加 

50,000株であります。

３．自己株式の発行済株式総数の増加137株は、株式分割による増加であります。

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

 
３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 12,337 4.0 2023年３月31日 2023年６月29日

2023年10月13日
取締役会

普通株式 12,337 2.0 2023年９月30日 2023年12月４日
 

(注) 当社は、2023年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。2023年３月31日を基

準日とする「１株当たり配当額」は、当該株式分割前の金額を記載しております。

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 12,437 利益剰余金 2.0 2024年３月31日 2024年６月27日
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当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式　(注)１．２． 6,219,200 6,219,200 － 12,438,400

合計 6,219,200 6,219,200 － 12,438,400

自己株式     

普通株式　(注)２． 274 274 － 548

合計 274 274 － 548
 

(注) １．普通株式の発行済株式総数の増加6,219,200株は、株式分割による増加であります。

２．自己株式の発行済株式総数の増加274株は、株式分割による増加であります。

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

 
３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 12,437 2.0 2024年３月31日 2024年６月27日

2024年10月16日
取締役会

普通株式 12,437 1.0 2024年９月30日 2024年12月２日
 

(注) 当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。2024年３月31日を基

準日とする「１株当たり配当額」は、当該株式分割前の金額を記載しております。

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(決議予定) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 12,437 利益剰余金 1.0 2025年３月31日 2025年６月27日
 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

現金及び預金勘定 937,900千円 3,182,773千円

現金及び現金同等物 937,900 3,182,773 
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(リース取引関係)

(借手側)

１．ファイナンス・リース取引

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
２．オペレーティング・リース取引

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
(貸手側)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社及び連結子会社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入等に

より調達しております。

 
(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、その全てが１ヶ月以内の支払期日であります。

短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。変動

金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されています。

 
(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。

 
２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等はありません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、買掛

金、短期借入金、未払法人税等については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省

略しております。破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を控除した金

額にほぼ等しいことから、注記を省略しております。

 
前連結会計年度(2024年３月31日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

(1) 長期借入金(＊１) 5,041,974 5,041,974 ―
 

(＊１)長期借入金の中には、１年内返済予定の長期借入金も含まれております。

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

(1) 長期借入金(＊１) 7,399,776 7,399,776 ―
 

(＊１)長期借入金の中には、１年内返済予定の長期借入金も含まれております。

EDINET提出書類

株式会社ＡＳＮＯＶＡ(E35797)

有価証券報告書

59/97



 

(注１)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 937,547 ― ― ―

受取手形 67,101 ― ― ―

売掛金 556,402 ― ― ―

合計 1,561,051 ― ― ―
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 3,182,773 ― ― ―

受取手形 22,284 ― ― ―

売掛金 618,027 ― ― ―

合計 3,823,085 ― ― ―
 

 
(注２)長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 800,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 1,462,261 1,306,126 1,188,878 803,766 280,943 ―

合計 2,262,261 1,306,126 1,188,878 803,766 280,943 ―
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 2,200,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 2,091,058 1,968,810 1,588,698 1,065,875 399,335 286,000

合計 4,291,058 1,968,810 1,588,698 1,065,875 399,335 286,000
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時

価

レベル３の時価：重要性を観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

前連結会計年度(2024年３月31日)

 

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 5,041,974 ― 5,041,974
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 7,399,776 ― 7,399,776
 

(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金は全て変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社及び連結子会社の信

用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿

価額に寄っており、レベル２の時価に分類しております。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、退職給付に充てるため、確定拠出制度及び複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しており、このう

ち、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と同様に

会計処理しております。

 
２．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)5,264千円、当連

結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日) 5,934千円であります。

 
３．複数事業主制度

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度(自　

2023年４月１日　至　2024年３月31日)4,158千円、当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

4,653千円であります。

 

(1) 複数事業主制度の直近の積立状況

 

 前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

年金資産の額 14,531百万円 15,583百万円

年金財政計算上の給付債務の額 10,211 10,154

差引額 4,320 5,429
 

 

(2) 複数事業主制度の掛金に占める当社の割合

前連結会計年度　1.53％(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

 
当連結会計年度　1.64％(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 

(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、繰越剰余額(前連結会計年度4,320百万円、当連結会計年度5,429百万円)でありま

す。

上記(1)及び(2)は入手可能な直近時点の数値により開示しております。

本制度における過去勤務債務の償却方法は元利均等償却であります。

 
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

繰延税金資産      

貸倒引当金 8,849  9,205 

未払事業税 7,879  4,314 

賞与引当金 15,406  15,485 

一括償却資産 1,952  1,135 

資産除去債務 10,065  10,441 

減損損失 9,977  14,234 

子会社繰越欠損金 20,337  48,820 

固定資産未実現利益 14,846  32,400 

その他 6,739  5,538 

繰延税金資産小計 96,053  141,577 
税務上の繰越欠損金に係る
評価性引当額(注)２

△20,337  △48,820 

将来減算一時差異等の合計に係る
評価性引当額

△11,438  △10,703 

評価性引当額 △31,776  △59,523 

繰延税金資産合計 64,277  82,053 

繰延税金負債      

資産除去債務 △7,607  △7,322 

繰延税金負債合計 △7,607  △7,322 

繰延税金資産の純額 56,670  74,731 
 

(注)１．評価性引当額が27,747千円増加しております。この増加の主な内容は、税務上の繰越欠損金に係る評

価性引当額が28,482千円増加したことによるものであります。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

　前連結会計年度     (単位：千円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越
欠損金　(注)

－ － － 1,705 18,631 － 20,337

評価性引当額 － － － △1,705 △18,631 － △20,337

繰延税金資産 － － － － － － －
 

(注) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 
　当連結会計年度     (単位：千円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越
欠損金　(注)

－ － 1,705 18,631 28,482 － 48,820

評価性引当額 － － △1,705 △18,631 △28,482 － △48,820

繰延税金資産 － － － － － － －
 

(注) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

法定実効税率 30.6％  30.6％

(調整)      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5  10.4 

住民税均等割等 2.3  9.5 

税額控除 △6.9  △29.3 

子会社税率差異 3.0  21.3 

子会社株式取得関連費用 －  55.1 

評価性引当額の増減等 5.8  36.0 

その他 △0.1  1.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.2  134.9 
 

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法の一部を改正する法律（令和７年法第13号）」が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026年

４月１日以後に開始する連結会計年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。これに伴い、

2026年４月１日以後に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる繰延税金資産及び繰延税金負債の計算について

は、使用する法定実効税率を30.6％から31.5％に変更して計算しております。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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(企業結合等関係)

 (事業分離)

当社は、2024年11月14日開催の取締役会において、「足場架払工事サービス」に関する事業を平成実業有限会社

へ譲渡することについて決議し、2024年11月20日に事業譲渡契約を締結いたしました。これに基づき、2025年１月

１日付で事業譲渡を実施いたしました。

 （1）事業分離の概要

①　事業分離を行った主な理由

当社は2025年3月期中期経営計画において、①ASNOVAの拠点網拡大、②新規顧客拡大の取り組み、③「仮設機材

の総合サイト」本格稼働、④ベトナムシェアNo.1のための基盤強化、の4点を成長戦略に掲げ、企業価値の向上に

取り組んでおります。このような当社の戦略を踏まえ、取り組みに沿った分野へ経営資源を集中させることが、

中長期的な企業価値の向上につながると判断し、1拠点のみで展開しております足場架払工事サービス部門である

敦賀工事センターを平成実業有限会社へ事業譲渡することを決定いたしました。

②　分離先企業の名称

平成実業有限会社

③　分離した事業の内容

足場架払工事の受注(当社グループ受注後、外部業者へ委託)

④　事業分離日

2025年１月１日

⑤　法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金のみとする事業譲渡

 
 （2）実施した会計処理の概要

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　2013年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき会計処理を行ってお

ります。

なお、当連結会計年度において、本事業分離に関連する事業譲渡益41,576千円を特別利益に計上しております。

 
 （3）分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称

レンタル関連事業

 
 （4）当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高 76,197千円

営業利益 11,132千円
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度(自 2023年４月１日　至 2024年３月31日)

当社及び連結子会社は、レンタル関連事業を営む単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分

解した情報は、以下の通りであります。

 

 売上高(千円)

レンタル売上 3,230,097

販売売上 431,837

工事売上 89,765

顧客との契約から生じる収益 3,751,700

その他の収益 33,874

外部顧客への売上高 3,785,574
 

 
当連結会計年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

当社及び連結子会社は、レンタル関連事業を営む単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分

解した情報は、以下の通りであります。

 

 売上高(千円)

レンタル売上 3,537,711

販売売上 622,104

工事売上 76,197

顧客との契約から生じる収益 4,236,013

その他の収益 30,321

外部顧客への売上高 4,266,335
 

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の注記「４．会計方針に関する事項」の「(4)収益及び費用の計上

基準」に記載の通りです。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

該当事項はありません。

②　残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社においては、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、レンタル関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
【関連情報】

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

    (単位：千円)

 仮設機材レンタル 仮設機材販売 その他 合計

外部顧客への売上高 3,263,971 431,837 89,765 3,785,574
 

 
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 
(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 
３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％に満たないため、主要な顧客

ごとの情報の記載を省略しております。

 
当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

    (単位：千円)

 仮設機材レンタル 仮設機材販売 その他 合計

外部顧客への売上高 3,566,540 623,597 76,197 4,266,335
 

 
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 
(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 
３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％に満たないため、主要な顧客

ごとの情報の記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

   (単位：千円)

 
報告セグメント

その他(注)
連結

財務諸表
計上額レンタル関連

減損損失 － 16,251 16,251
 

(注）「その他」の金額は、不動産の賃貸に係る減損損失であります。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 
【関連当事者情報】

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

１株当たり純資産額 243.40円 239.52円

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

16.99円 △1.99円
 

(注) １．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であ

り、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2023年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で、また2024年４月１日付で普通株式１株につ

き２株の割合で株式分割を行っております。１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当該分割が

前連結会計年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算出しております。

３．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

  

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)(千円)

210,129 △24,765

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社株主に帰属する
当期純損失（△）(千円)

210,129 △24,765

期中平均株式数(株) 12,365,448 12,437,852

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要

－ －
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(重要な後発事象)

 (株式取得による会社等の買収)

当社は、2025年３月17日開催の取締役会において、 Qool Enviro Pte.Ltd.（以下、Qool社）の全株式を取得し子

会社化することについて決議し、2025年４月１日付で全株式の取得を完了いたしました。

 （1）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 Qool Enviro Pte.Ltd.

事業の内容 仮設トイレのレンタル、衛生関連ソリューションサービス
 

②　企業結合を行った主な理由

当社の主要事業である足場レンタル事業は、翌連結会計年度以降も需要が旺盛であると見込んでおります。し

かしながら、一つの事業のみを継続・深化することは、中長期的な観点からはリスクが伴うことから、足場レン

タル事業を安定的な事業基盤としながらも、周辺事業や新市場に進出することで、「非連続な成長の実現」を目

指すことが、当社の持続的な企業価値の向上には不可欠であると認識しております。また、上記の周辺事業や新

市場への進出に際しましては、海外への展開も視野に入れております。特に、ASEAN諸国は今後急成長が見込まれ

ており、既にベトナム社会主義共和国には子会社（ASNOVA VIETNAM CO.,LTD）を設立し、事業をベトナム各地で

展開中です。今後の成長のため、ASEAN諸国は事業展開の強化が不可欠なエリアであると認識しております。上記

のとおり、今後の事業展開方針を踏まえまして、この度、Qool社の株式を取得し子会社化するため、株式譲渡契

約を締結することを決議いたしました。Qool社は、ASEAN諸国のハブとして最適な立地であるシンガポールにおい

て、仮設トイレのレンタル及び衛生関連ソリューションサービスを展開している企業です。Qool社による仮設ト

イレのレンタル業は、当社の足場のレンタル業の知見・経験を活用することが可能であるとともに、安定的な事

業運営が可能であり、収益性も非常に高くなっております。また、シンガポールは今後高齢化により事業承継が

増加することが予想されており、現地での積極的なM&A活動の足掛かりにしたいと考えております。当社は、2030

年のありたい姿として、「足場レンタル事業が確固たる収益基盤となり新規事業が成長エンジンとして一層の収

益拡大を牽引する高収益のグローバルな循環型ビジネスのエクセレントカンパニーでありたい」を掲げておりま

す。シンガポールで事業を展開するQool社を子会社化することは、当社が目指していきたい方向性に大きく資す

ることが見込まれることから、Qool社の株式を取得することを決定した次第です。今後も当社はパーパスである

「『カセツ』の力で、社会に明日の場を創りだす。」を軸として、持続的な成長を目指してまいります。

③　企業結合日

2025年４月１日

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤　結合後企業の名称

Qool Enviro Pte.Ltd.

⑥　取得する議決権比率

100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得するためであります。

 
 （2）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 2,013,390千円

取得原価  2,013,390千円
 

 
 （3）主要な取得関連費用の内容及び金額

仲介手数料等　127,688千円

 
 （4）発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 
 （5）企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内容

現時点では確定しておりません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 800,000 2,200,000 1.05 ―

１年以内に返済予定の
長期借入金

1,462,261 2,091,058 1.02 ―

長期借入金(１年以内に
返済予定のものを除く。)

3,579,713 5,308,718 1.11
2026年８月～
2032年３月

合計 5,841,974 9,599,776 ― ―
 

(注) １．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 1,968,810 1,588,698 1,065,875 399,335
 

 
【資産除去債務明細表】

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 

(累計期間) 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高 (千円) 1,969,968 4,266,335

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前中間純損失(△)

(千円) △5,378 70,866

親会社株主に帰属する
中間(当期)純損失(△)

(千円) △25,298 △24,765

１株当たり中間(当期)純損失(△) (円) △2.03 △1.99
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 769,238 3,042,840

  受取手形 67,101 22,284

  売掛金 ※２  692,124 ※２  892,358

  リース債権 93,440 88,693

  商品 50,705 143,558

  未成工事支出金 3,561 310

  貯蔵品 2,844 3,186

  前払費用 43,883 35,412

  その他 ※２  240,510 ※２  56,179

  貸倒引当金 － △205

  流動資産合計 1,963,410 4,284,619

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 137,932 141,362

   構築物（純額） 348,074 453,143

   機械及び装置（純額） 16,613 14,010

   車両運搬具（純額） 60,598 93,434

   工具、器具及び備品（純額） 10,587 10,912

   賃貸資産（純額） 4,314,283 4,557,386

   土地 ※１  2,122,070 ※１  2,698,897

   リース資産（純額） 17,583 8,618

   建設仮勘定 27,807 446

   有形固定資産合計 7,055,552 7,978,212

  無形固定資産   

   商標権 1,110 984

   ソフトウエア 25,459 29,095

   その他 19,353 2,491

   無形固定資産合計 45,923 32,571

  投資その他の資産   

   関係会社株式 107,999 －

   関係会社長期貸付金 ※２  250,000 ※２  700,000

   破産更生債権等 28,919 29,878

   繰延税金資産 41,823 42,330

   その他 62,048 248,408

   貸倒引当金 △28,919 △134,699

   投資その他の資産合計 461,872 885,918

  固定資産合計 7,563,349 8,896,701

 資産合計 9,526,759 13,181,320
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 96,550 46,526

  短期借入金 ※１,※３  800,000 ※１,※３  2,200,000

  １年内返済予定の長期借入金 ※１  1,462,261 ※１  2,091,058

  リース債務 8,890 3,488

  未払金 152,363 79,471

  未払費用 8,180 8,292

  未払法人税等 124,663 51,253

  前受金 13,795 12,719

  預り金 10,940 4,634

  賞与引当金 50,346 50,607

  その他 1,881 62,882

  流動負債合計 2,729,874 4,610,935

 固定負債   

  長期借入金 ※１  3,579,713 ※１  5,308,718

  リース債務 10,439 6,951

  資産除去債務 32,892 33,147

  固定負債合計 3,623,045 5,348,816

 負債合計 6,352,919 9,959,751

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 247,477 247,477

  資本剰余金   

   資本準備金 237,477 237,477

   その他資本剰余金 228,650 228,650

   資本剰余金合計 466,128 466,128

  利益剰余金   

   利益準備金 2,500 2,500

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 2,457,860 2,505,589

   利益剰余金合計 2,460,360 2,508,089

  自己株式 △126 △126

  株主資本合計 3,173,840 3,221,568

 純資産合計 3,173,840 3,221,568

負債純資産合計 9,526,759 13,181,320
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 ※１  3,919,674 ※１  4,368,144

売上原価 2,721,450 3,260,973

売上総利益 1,198,224 1,107,171

販売費及び一般管理費 ※３  719,514 ※３  742,657

営業利益 478,710 364,513

営業外収益   

 受取利息 ※２  2,889 ※２  16,730

 足場資材売却益 － 8,805

 受取保険金 － 22,081

 スクラップ売却益 4,191 9,161

 固定資産売却益 ※２  11,409 －

 その他 7,240 8,622

 営業外収益合計 25,730 65,401

営業外費用   

 支払利息 19,068 46,731

 株式交付費 9,365 －

 固定資産売却損 ※２  13,377 －

 固定資産除却損 587 9,198

 その他 619 701

 営業外費用合計 43,018 56,631

経常利益 461,422 373,284

特別利益   

 事業譲渡益 － 41,576

 特別利益合計 － 41,576

特別損失   

 減損損失 － 16,251

 関係会社株式評価損 － 107,999

 貸倒引当金繰入額 － 104,820

 特別損失合計 － 229,071

税引前当期純利益 461,422 185,789

法人税、住民税及び事業税 140,763 113,692

法人税等調整額 △13,136 △506

法人税等合計 127,627 113,185

当期純利益 333,795 72,604
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【売上原価明細書】

 

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

区分 金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　商品仕入 338,063 12.4 564,745 17.3

Ⅱ　労務費 532,266 19.6 593,430 18.2

Ⅲ　減価償却費 1,445,790 53.1 1,675,879 51.4

Ⅳ　経費 405,329 14.9 426,917 13.1

当期売上原価 2,721,450 100.0 3,260,973 100.0
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本

準備金

その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

利益

準備金

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 222,212 212,212 228,650 440,863 2,500 2,148,741 2,151,241

当期変動額        

新株の発行 25,264 25,264  25,264    

剰余金の配当      △24,675 △24,675

当期純利益      333,795 333,795

当期変動額合計 25,264 25,264 － 25,264 － 309,119 309,119

当期末残高 247,477 237,477 228,650 466,128 2,500 2,457,860 2,460,360
 

 

 

株主資本

純資産

合計自己株式
株主資本

合計

当期首残高 △126 2,814,192 2,814,192

当期変動額    

新株の発行  50,528 50,528

剰余金の配当  △24,675 △24,675

当期純利益  333,795 333,795

当期変動額合計 － 359,647 359,647

当期末残高 △126 3,173,840 3,173,840
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当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本

準備金

その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

利益

準備金

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 247,477 237,477 228,650 466,128 2,500 2,457,860 2,460,360

当期変動額        

新株の発行        

剰余金の配当      △24,875 △24,875

当期純利益      72,604 72,604

当期変動額合計 － － － － － 47,728 47,728

当期末残高 247,477 237,477 228,650 466,128 2,500 2,505,589 2,508,089
 

 

 

株主資本

純資産

合計自己株式
株主資本

合計

当期首残高 △126 3,173,840 3,173,840

当期変動額    

新株の発行  － －

剰余金の配当  △24,875 △24,875

当期純利益  72,604 72,604

当期変動額合計 － 47,728 47,728

当期末残高 △126 3,221,568 3,221,568
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１.資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

 
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品

総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しており

ます。

 
未成工事支出金

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しておりま

す。

 
貯蔵品

最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しております。

 
２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備・構築物及び賃貸資産については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～50年

構築物 ８～45年

機械及び装置　２～17年

車両運搬具　２～６年

賃貸資産 ５年

 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

 

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 
３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における個別の履行義務へ配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。

 
(1) レンタルサービスに係る収益

主に仮設機材のレンタルであり、顧客との取引基本契約に基づいた「レンタル部材発注書」により、レンタル

サービスを提供する履行義務を負っております。当該発注書によるレンタル契約は、部材を引き渡した際に履行義

務の充足が開始し、部材の引取日まで時間の経過とともに履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗

度に応じて収益を認識しております。

取引の対価は履行義務の充足後、概ね３ヶ月以内に回収しており、重要な金融要素は含まれておりません。

 

(2) 商品の販売に係る収益

主に仮設機材の販売であり、顧客との売買取引基本契約に基づいた「注文書　兼　注文請書」により、商品を引

き渡す一時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識して

おります。一つの契約に含まれる複数の履行義務を個別に履行していく場合においては、一時点で充足される履行

義務として、当該承認に対する支配を顧客が獲得することにより履行義務が充足されると判断し、引渡時点で収益

を認識しております。

取引の対価は履行義務の充足後、概ね３ヶ月以内に回収しており、重要な金融要素は含まれておりません。

 
(重要な会計上の見積り)

固定資産の減損損失

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した額

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

減損損失 ― 16,251

有形固定資産 7,055,552 7,978,212

減損の兆候が識別された有形固定資産 982,497 1,886,297
 

 
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記事項「重要な会計上の見積り」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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関係会社投融資の評価

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した額

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

売掛金 140,399 309,298

流動資産その他 237,399 47,988

関係会社長期貸付金 250,000 700,000

関係会社株式評価損 － 107,999

貸倒引当金繰入額 － 104,820
 

 
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積もりの内容に関する情報

関係会社株式については、関係会社の実質価額が取得価額に比べ著しく下落した場合、将来の事業計画等により

回復可能性が十分な証拠により裏付けられている場合を除き、減損処理を行うこととしております。また、関係会

社長期貸付金等の債権は、関係会社の財政状態及び経営成績等を考慮して回収可能性を判断し、回収不能見込額を

貸倒引当金として計上することとしております。当社の子会社であるASNOVA VIETNAM CO.,LTDに対する投融資の評

価については、当該子会社の事業計画及び財政状態等を考慮して評価を実施した結果、関係会社株式については全

額を関係会社株式評価損として計上いたしました。また、債権については時価評価に基づく財政状態を加味し、債

務超過相当額について貸倒引当金を計上いたしました。

 
(会計方針の変更)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。法人税等の計上区分に関する改正については、

2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、これによる財務諸表へ

の影響はありません。

 

(表示方法の変更)

(損益計算書関係)

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「固定資産除却損」は、金額的重要性が増し

たため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財

務諸表の組替を行っております。

この結果、前事業年度の「営業外費用」の「その他」に表示していた1,207千円は、「固定資産除却損」587千

円、「その他」619千円として組み替えております。
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(貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

土地 1,184,492千円 1,011,742千円

計 1,184,492 1,011,742 
 

 
担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

短期借入金 300,000千円 300,000千円

１年内返済予定の長期借入金 566,931 924,816 

長期借入金 1,467,075 2,628,931 

計 2,334,006 3,853,747 
 

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産合計 627,798千円 1,057,286千円
 

 

※３　当座貸越契約

当社は、運転資金等の効率的な調達を行うため、取引銀行８行と当座貸越契約を締結しております。

事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

当座貸越極度額の総額 1,000,000千円 2,300,000千円

借入実行残高 800,000 2,200,000 

差引額 200,000 100,000 
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(損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項(収益認識関係)１．顧客との契約から生じる収益を分解した情

報に記載しております。

 
※２　関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

受取利息 2,883 千円 16,449千円

固定資産売却益 5,433  － 

固定資産売却損 10,611  － 
 

 
※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

給料及び賞与 175,338 千円 190,271千円

賞与引当金繰入額 36,968  39,245 

貸倒引当金繰入額 472  1,781 

減価償却費 24,315  32,362 

支払手数料 94,498  89,820 

     

おおよその割合     

販売費 29 ％ 32％

一般管理費 71  68 
 

 
(有価証券関係)

子会社株式

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

子会社株式 107,999千円 －千円
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2024年３月31日)  
当事業年度

(2025年３月31日)

繰延税金資産      

貸倒引当金 8,849千円  42,224千円

未払事業税 7,879  4,314 

賞与引当金 15,406  15,485 

関係会社株式評価損 －  34,019 

一括償却資産 1,952  1,135 

資産除去債務 10,065  10,441 

減損損失 9,975  14,234 

その他 6,739  5,538 

繰延税金資産小計 60,869  127,394 

評価性引当額 △11,438  △77,741 

繰延税金資産合計 49,431  49,652 

繰延税金負債      

資産除去債務 △7,607  △7,322 

繰延税金負債合計 △7,607  △7,322 

繰延税金資産(負債)の純額 41,823  42,330 
 

(注)評価性引当額が66,302千円増加しております。この増加の主な内容は、関係会社株式評価損に係る評価性

引当額が増加したこと及び関係会社への債権に対する貸倒引当金に係る評価性引当額が増加したことによ

るものであります。

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(2024年３月31日)  
当事業年度

(2025年３月31日)

法定実効税率 30.6％  30.6％

(調整)      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4  3.9 

住民税均等割 1.3  3.6 

税額控除 △4.9  △11.1 

評価性引当額の増減等 0.3  34.5 

その他 △0.1  △0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.7  60.9 
 

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法の一部を改正する法律（令和７年法第13号）」が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026年

４月１日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。これに伴い、2026年

４月１日以後に開始する事業年度以降に解消が見込まれる繰延税金資産及び繰延税金負債の計算については、使用す

る法定実効税率を30.6％から31.5％に変更して計算しております。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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(企業結合等関係)

 (事業分離)

連結注記事項「企業結合等関係」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記事項「収益認識関係」に同一の内容

を記載しているため、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

 (株式取得による会社等の買収)

連結注記事項「重要な後発事象」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

建物 236,218 28,628
12,199

 (7,396)
252,646 111,284 17,053 141,362

構築物 692,249 157,396
164

 (164)
849,481 396,337 52,162 453,143

機械及び装置 162,989 2,178 279 164,889 150,878 4,781 14,010

車両運搬具 206,827 90,063 866 296,024 202,589 57,227 93,434

工具、器具及び備品 52,457 6,267 1,474 57,249 46,337 5,780 10,912

賃貸資産 11,286,341 1,796,253 217,280 12,865,314 8,307,928 1,499,000 4,557,386

土地 2,122,070 585,355
8,527

 (8,527)
2,698,897 － － 2,698,897

リース資産(有形) 101,179 － － 101,179 92,561 8,965 8,618

建設仮勘定 27,807 446 27,807 446 － － 446

有形固定資産計 14,888,141 2,666,589
268,602

 (16,251)
17,286,129 9,307,916 1,644,971 7,978,212

無形固定資産        

商標権 － － － 1,962 978 126 984

ソフトウエア － － － 103,371 74,276 15,514 29,095

その他 － － － 2,702 210 19 2,491

無形固定資産計 － － － 108,036 75,465 15,660 32,571
 

(注) １．当期増加額のうち主なものは次のとおりです。

賃貸資産 千葉野田センター 272,297 千円

 埼玉東松山センター 251,052  

 埼玉ふじみ野センター 201,461  

 千葉柏センター 190,810  

 宮城仙台センター 98,096  

 神奈川相模原センター 95,746  

 佐賀鳥栖センター 90,789  

土地 千葉柏センター 228,637  

 熊本センター 131,388  
 

２．当期減少額のうち、（ ）内はうち書きで減損損失の計上額を記載しております。

３．無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
（目的使用）

(千円)

当期減少額
（その他）
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金
（流動資産）

－ 205 － － 205

貸倒引当金
（投資その他）

28,919 120,131 292 14,058 134,699

賞与引当金 50,346 50,607 50,346 － 50,607
 

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、入金回収による取崩額であります。

 
(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度末日から３ヵ月以内

基準日 毎年３月31日

剰余金の配当の基準日
毎年９月30日
毎年３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
愛知県名古屋市中区栄三丁目15番33号　三井住友信託銀行株式会社
証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告方法は電子公告としております。
ただし事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、
日本経済新聞に掲載しております。
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。
https://www.asnova.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款に定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 
１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第11期)(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)　2024年６月27日東海財務局長に提出。

 
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2024年６月27日東海財務局長に提出。

 

(3) 半期報告書及び確認書

(第12期中)(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)　2024年11月14日東海財務局長に提出。

 

(4) 臨時報告書

2024年６月27日東海財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使結果)に基づく臨時報

告書。

2025年３月17日東海財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)及び第２項第８号の２(子会社取得の

決定)に基づく臨時報告書。

2025年５月14日東海財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著

しい影響を与える事象)及び第２項第19号(連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい

影響を与える事象)の規定に基づく臨時報告書。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 
2025年６月25日

 
 

株式会社ASNOVA

取締役会　御中
 

 

 
有限責任監査法人トーマツ

 

名古屋事務所  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北　岡　宏　仁  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 後　藤　泰　彦  

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ＡＳＮＯＶＡの2024年4月1日から2025年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ＡＳＮＯＶＡ及び連結子会社の2025年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
固定資産の減損判定における事業計画の妥当性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

【注記事項】(重要な会計上の見積り)に記載されてい

るとおり、会社は当連結会計年度末において、有形固定

資産を8,520,167千円計上している。また、減損の兆候

が識別された有形固定資産は2,557,476千円と、有形固

定資産の30%を占めており、減損損失を16,251千円計上

している。

 
会社は、機材センターの新規出店にあたり、商圏人

口・仮設工事業者数・競合状況等の立地条件や、地価・

賃借料等の経済条件を基に、売上及び利益の業績予想、

投資回収期間等を勘案して出店の可否を決定している。

機材センターの開設の際には、一定の収益獲得を前提

としたプレミアム部分を上乗せした額で土地を取得する

ケースも多い。

 
会社は、固定資産の減損判定において、管理会計上の

事業所区分及び賃貸物件を資産グルーピングとしてい

る。減損の兆候判定において、土地の取得価額が公示価

格と比べて高いことから、業績に関わらず毎期減損の兆

候が存在する機材センターが複数ある。また、（企業結

合に関する注記）に記載されているとおり、工事事業を

譲渡しており、固定資産の用途変更により賃貸物件と

なったため、固定資産の減損の兆候に該当している。

 
固定資産の減損判定を行う上での事業計画の見積りに

おいて、事業所区分別の売上高の予測は事業展開を行っ

ている市場の需要見通しを基礎として算出されており、

賃貸物件の収入の予測は契約に基づいて算出されてい

る。管理本部は当該需要見通しについて営業部のヒアリ

ング結果や外部市場予測データとの整合等を踏まえ、合

理的に達成可能性のある事業計画を策定し、取締役会で

の承認を受ける。

 
機材センターの増加につれて競合の可能性が高まる一

方で、土地の取得価額が公示価格よりも高く、減損損失

の計上となった場合に連結財務諸表に与える影響が大き

い。また、事業計画における成長率の設定は不確実性を

伴う。

賃貸物件の正味売却価額は不動産鑑定評価額を基準に

して合理的に算定している。

 
事業計画の見積り及び当該見積りに使用された仮定は、

経営者による主観的な判断を伴い、不確実性が高い領域

であることから、当監査法人は当該事項を監査上の主要

な検討事項と選定した。

当監査法人は、固定資産の減損判定における事業計画

の妥当性を検討するにあたり、主として以下の監査手続

を実施した。

 
(1) 内部統制の整備及び運用状況の検証

・機材センターの土地取得について取締役会の意思決

定資料を閲覧し、意思決定にかかる内部統制の整備及び

運用状況の有効性を評価した。

・事業計画策定プロセスのうち、特に売上（市場の需

要見通しや近隣の競合状況の見通し）及び売上に必要な

機材仕入の見積りについて、取締役会資料の閲覧及び管

理本部長へのヒアリングを通じて、内部統制の整備及び

運用状況の有効性を評価した。

・固定資産の減損判定について、経理部へのヒアリン

グ及び判定資料閲覧により、内部統制の整備及び運用状

況の有効性を評価した。

 
(2) 見積りに係る重要な仮定の合理性の評価の検証

・固定資産減損の認識判定における機材センターの事

業計画について、新たな販売ルートにおける引き合いの

状況等を含めて経営者と議論し、前期策定した事業計画

と当期実績の比較や 当期策定した翌期事業計画と当期

実績の比較、過去の新規出店後の成長率との比較を実施

することで、事業計画の不確実性の評価について検討し

た。

・会社が想定した事業計画に対して、複数シナリオに

基づく見積りに対する感応度分析を行った。

・賃貸物件の正味売却価額は、不動産鑑定評価額を基

準に算定されており、内部専門家を関与させて評価額の

妥当性を確かめた。

・減損損失を計上した資産グループについては、減損

損失計上額に誤りがないか再計算を行った。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責
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任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日

までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が

基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証

拠を入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監

督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

EDINET提出書類

株式会社ＡＳＮＯＶＡ(E35797)

有価証券報告書

92/97



 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状

況】に記載されている。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2025年６月25日
 

 

株式会社ASNOVA

取締役会　御中
 

 

 
有限責任監査法人トーマツ

 

名古屋事務所  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北　岡　宏　仁  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 後　藤　泰　彦  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ＡＳＮＯＶＡの2024年4月1日から2025年3月31日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ＡＳＮＯＶＡの2025年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
固定資産の減損判定における事業計画の妥当性

　会社は当事業年度の貸借対照表に有形固定資産を7,978,212千円計上している。また、減損の兆候が識別された有形固

定資産は1,886,297千円と、有形固定資産の23%を占めており、減損損失を16,251千円計上している。

　当該事項について、監査上の主要な検討事項の内容、監査人が監査上の主要な検討事項と決定した理由及び監査上の

対応は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（固定資産の減損判定における事業計画

の妥当性）と同一内容であるため、記載を省略している。
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関係会社株式及び関係会社貸付金の評価の妥当性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社は当事業年度末において、連結子会社である

ASNOVA VIETNAM （以下、「ベトナム子会社」とい

う。）に対して関係会社株式107,999千円（評価損計上

前）及び関係会社貸付金700,000千円を貸借対照表に計

上している。

【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載されて

いるとおり、関係会社株式については、関係会社の実質

価額が取得価額に比べ著しく下落した場合、将来の事業

計画等により回復可能性が十分な証拠により裏付けられ

ている場合を除き、減損処理する方針としている。判定

の結果、関係会社株式評価損を107,999千円計上してい

る。

 
また、【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載

されているとおり、関係会社貸付金の回収可能性の評価

は、関係会社の財政状態を考慮して回収可能性を判断

し、回収不能見込額を貸倒引当金として計上する方針と

している。関係会社貸付金については時価評価に基づく

財政状態を加味し、債務超過相当額について貸倒引当金

繰入額を104,820千円計上している。

 
　以上より、当監査法人は、ベトナム子会社にかかる関

係会社株式の実質価額の回復可能性の評価及び関係会社

貸付金の回収可能性の評価には経営者の判断が伴うこと

から、当該関係会社株式及び貸付金の評価の妥当性は、

監査上の主要な検討事項であると判断した。

当監査法人は、関係会社株式及び関係会社貸付金の評

価の妥当性を検討するにあたり、主として以下の監査手

続を実施した。

 
(1) 内部統制の整備及び運用状況の検証

・関係会社株式の評価判定について、経理部及び管理

本部長へのヒアリング及び判定資料閲覧により、内部統

制の整備及び運用状況の有効性を評価した。

・関係会社貸付金の回収可能性の評価判定について、

経理部及び管理本部長へのヒアリング及び判定資料閲覧

により、内部統制の整備及び運用状況の有効性を評価し

た。

 
(2) 関係会社株式の評価及び関係会社貸付金に対する

貸倒引当金の評価の妥当性に関する検討

・会社が作成した関係会社株式の評価判定資料等の関

連資料を閲覧し、当該子会社の実質価額について、子会

社の財務情報及び時価評価に関する基礎資料をもとに検

討を行うとともに、子会社株式の取得原価と実質価額を

比較し、減損処理の要否及び減損計上額の算定について

の妥当性を検討した。

・会社が作成した関係会社貸付金の評価判定資料等の関

連資料を閲覧し、ベトナム子会社の時価評価に基づく財

政状態を踏まえた回収不能見込額を検討し、引当金計上

要否及び引当金計上額の算定についての妥当性を検討し

た。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監

査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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